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〔いそしぎ信条〕
１、 同業者の相互理解による斯業発展を図る
１、 わが国経済界における斯業の役割を明らか
にし、その社会的地位の向上確立を図る

１、 同業会の実態を広く内外に広報して、理解
を深め、もってその基盤確立を図る

１、 国際的業務知識の涵養を図り、もって国際
連帯的輸送機能の向上に寄与する

１、 海運、貿易、港湾等関連業界との意志疎通
を図り、同業会の社会的責任の向上を期す

C O N T E N T S

あけましておめでとうございます。2023年の干支は「うさぎ」で、十干と十二支を組み合わ
せた六十干支では「癸卯（みずのとう）」にあたる年となります。「癸」は順序で言えば最後にあた
り、一つの物事が収まり次の物事へ移行をしていくという意味があります。また、「卯」のうさぎ
は「茂」という時期であり、繁殖する、増えるという年で、それら両方を備えた「癸卯」は、去年まで
で様々なことの区切りがつき、次へと向かっていく、そこに成長や増殖といった明るい世界が広
がっていく年になるそうです。
うさぎにまつわる有名な話で「月うさぎ」のお話があります。昔、天竺（インド）で、うさぎ、きつ
ね、さるが一緒に暮らしていました。3匹は菩薩の道を行こうと毎日修行し、お互いを実の親や兄
弟のように敬い合っていました。ある日、疲れ果てて食べ物を乞う老人に出会い、3匹は老人の

ために食べ物を集めます。さるは木の実を、きつねは魚をとってきましたが、うさぎは一生懸命頑張っても、何も持ってくる
ことができず、悩んだうさぎは、「私を食べて下さい」といって火の中に飛び込み、自分の身を老人に捧げたそうです。
実は、その老人は3匹の行いを試そうとした帝釈天という神様で、うさぎの慈悲深い行動をすべての生き物に見せるために、
その姿を月の中に映したそうです。今も月の中にいるのはこのうさぎで、月の表面の雲のようなものはうさぎが焼け死んだ
煙だといわれています。
月までの移動距離は約38万kmで、アポロ11号は到着まで5日程かかりました。月面探査プログラム「アルテミス計画」（ア
ルテミスはギリシャ神話に登場する月の女神で、アポロ計画の由来となった太陽神アポロンとは双子）が進められており、
2025年以降に月面に人類を送り、その後、ゲートウェイ（月周回有人拠点）計画などを通じて、月に物資を運び、月面拠点を建
設、月での人類の持続的な活動をめざしています。昨年11月16日にアルテミス1号が打ち上げられ、6日間月を周回して12
月12日に無事帰還しました。
そして現在、民間初の月探査計画「HAKUTO-R」（白兎=月のうさぎ）を進める日本の宇宙ベンチャー「ispace（アイスペー
ス）」の月着陸船が4月末ごろに月にたどり着く計画で順調に飛行しています。「ビジネスなので、顧客の荷物を最大化すること
が大事。宇宙の力をうまく利用した軌道で月に向かう。」との事で、いったん地球から約150万km離れ、遠回りをして引力のバ
ランスで月に向かうことで、時間はかかるが少ない燃料で行けるそうです。世界で初めての民間企業による月面着陸をめざ
していますが、遠回りルートのために後から打ち上げられる別の民間の着陸船に抜かれる恐れもあるそうですが、昔々うさぎ
は苦い経験（かめに負けた）をしていますので、先ずは「大切な荷物を安心・安全に運ぶ事が大事」を教訓に成功させる事でしょ
う。いずれ、人類は月面に暮らし、その先には火星移住というロードマップも出来上がっているそうです。地球から月を経由
して火星へ、火星から地球に貨物輸送される時代が到来し、宇宙船のB/L発行も遠い未来の事ではないかもしれません。
今年は、ぴょんと跳ねるうさぎにあやかり「飛躍の年」にしましょう。
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第59回全国港湾労働災害防止大会開催について
京浜海貨同業会安全衛生委員会　委員長 中村　光雅
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“FIATA WORLD CONGRESS 2022” についての報告書
日本海運貨物取扱業会　国際複合輸送委員会委員長 富田　泰史
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第63回「いそしぎゴルフ会」
特集 19

「令和５年 10 月１日から消費税の
インボイス制度が開始されます」

国税庁軽減税率・インボイス制度対応室

みなと SDGs パートナー登録への取り組みについて
岡本物流株式会社　コーポレート部　AEO総括管理・安全衛生環境グループ

主査 佐藤　洋一
横浜港新名所案内 〜 Ver.2 〜

京浜海運貨物取扱同業会　事務局

海貨業界トピックス 26
運輸・物流政策
● 脱炭素化推進など港湾法一部改正法は16日に施行
● 国交省　国際物流の多元化・強靱化に向け実証輸送公募
● 国交省、港湾の入出港手続きの見える化と調査・統計電子化を新潟など4港で

海外運輸規制
● WSCなどコンテナ船による薬物密輸を税関当局との連携強化で防止
● FIATA、公平性確保や独禁法適用免除の見直しなど要請

通関
● パキスタン向け貨物、8ケタのHS Code記載
● 韓米が6年ぶり税関長官会議　積み荷リスト交換で基本合意
● 日・タイのAEO MRAが1日発効、税関の審査・検査が軽減
● 関税局が早期にASEAN諸国とのe-CO交換目指す
● 水産流通適正化法施行でアワビなど輸出時に要適用漁獲証明書

港運・ターミナル
● 近促協・22年上期統計、全64港外貿コンテナ個数は5大港増で微増の890.5万TEU
● 関東地整局が10月末の実証実験で横浜港シェア研開催

IT/システム/スマートポート
● DCSAがeBLプラットフォームの相互運用性を実証
● PSA、横持ち業者のDX促進のAPI
● トレードワルツ、日本/タイ/シンガポール/豪州/NZで連携
● TradeLensが競争激化で荷主らへ利用広がらず23年1Q末でサービス終了
● NTTデータ/実証実験参加　サプライチェーン全体のCO2排出量可視化目指す

海運
● S＆P Global Platts、北米東岸／西岸スポット運賃の差額が2,000ドルに縮小
● ITFが指摘、現・競争規制が海上運賃上昇、混乱を助長
● EUコンソーシアム規則に独競争当局が延長反対　適用除外の見直しまたは段階的
廃止を

● 韓国公取委による近海3航路の運賃談合制裁措置で船社側が行政訴訟
● 極東／北米の東岸シフト　3カ月で船腹19%増　Xeneta
● 新船社Carrier 53　中国／北米で53ftコンテナ輸出　ばら積み・多目的船活用
● Sea Intelligence　太平洋航路の消席率　2カ月連続90%割れ
● 1Hのアジア発欧州向け荷動き4.7％減、復航も全地域マイナスで2ケタ減
● 1Hの日中コンテナ荷動き　往航8.1％減・復航0.7％増
● 1Hのアジア域内荷動き　1.2％増・2,318万TEU
● 韓国で港湾安全管理費用の一部をPSFで荷主に転嫁
● スエズ運河庁が来年、全船種対象に最大15%の通航料値上げ
● ライン川の舟運　水位回復で満載輸送可能に
● 8月の世界コンテナ荷動き2カ月ぶり極東、欧州、北米地域とも輸出入が減少
● FESCO　原子力砕氷船利用、北極海経由の海上輸送ルート開発
● Drewry、脱炭素化コストが24年に最大145億ドルと試算、運賃へ転嫁へ
● Sea Intelligence、太平洋航路の欠便急増で年末までに50便追加欠便
● 極東～南米東岸向けスポット運賃が約52%下落　9月初旬以降で最大
● Xeneta、来年は荷主・船社とも困難な年に　荷動き2.3%減、運賃下落続く
● Xeneta、太平洋航路の船腹量　7月から25%減、今年最低
● Sea Intelligence、基幹航路の航海数　パンデミック経て変動増
● 10月の世界コンテナ荷動き9%減　3カ月連続減少で運賃指数も急落
● みずほ銀予想、欧米、アジア荷動き今後5年間増加基調　22年は-1.2%に鈍化
● Drewry運賃指数が41週連続下落　前年比77%下落もコロナ禍前上回る
● アジア／欧州航路、需要減と運賃下落で、復航のケープ迂回が増加
● 11月の日本→米国荷動き9.9％増加　直航は1.5％増、海外T/Sは29.7％増
● Xenetaの顧客意識調査　契約交渉、買い手市場に逆転　四半期調整、短期化も

インターモーダル・フォワーディング
● FESCO　上海→モスクワ　月2便で運行開始
● ONE Japanが注意喚起　カナダ向け危険品B/L　カナダの荷受人情報が必須
● OSRA22のフォワーダー向けガイド　FIATA　D＆Dなど細則策定へ
● Ruscon　日本～カザフスタン　複合輸送サービス
● Tiの最新予測　世界のフォワーディング市場　来年も微増にとどまる
● FESCOが日本、中国、韓国　ナホトカ経由モスクワ向けインターモーダル

東京港
● 大井ふ頭で東京港初のCONPASを活用したコンテナ搬出入予約制事業開始
● 東京港12CTの海上コンテナ車両待機時間　21年12月調査から大きく改善
● 東京港埠頭　青海ふ頭第4号の拡張工事が完了、供用開始
● 東京港　1Hのコンテナ取扱量　0.1％減・240万TEU
● 国交省が東京港埠頭をみなとSDGsパートナーに

横浜港
● 関東地整局、CONPASで特定時間帯への集中を分散　横浜港本牧D1で初運用
● 横浜市/川崎市 日本最大の水素SC形成のモデル地区目指し協定
● 横浜市　CNP臨海部事業所協議会設立し関係者が情報共有
● 横浜港の22年上半期の総貨物取扱量　外内貿とも好調で3％増の5,340万トン
● 横浜市港湾局が中小港運事業者に燃料高騰分の支援金交付
● シャシーシェアリング実証実験で検証方法変更　位置情報利用可能に
● 横浜港南本牧CT　CONPAS運用時間をゲートオープン全時間帯に拡大
● 茨城県内港湾と横浜港が包括連携協定　港湾の脱炭素、国際フィーダー強化など

川崎港
● 川崎港の外貿コンテナ取扱個数　上期は20.8％減の5.5万TEU
● 南星海運　川崎／釡山を再開　BKH Svc.来月から
● 川崎港の外貿コンテナ取扱個数　8月は8.2％増の9,244TEU

賀正 44

月誌 46

7～ 12月分

かわさき宙と緑の科学館（川崎市青少年科学館）（左下）
川崎市青少年科学館は、生田緑地に立地する、市内唯一の

自然・科学系の登録博物館で、2014年4月に通称「かわさき宙
（そら）と緑の科学館」としてリニューアルオープンし、最新鋭
のプラネタリウム設備や、展示設備等を備えた自然学習棟、資
料収集や調査研究などの設備を備えた研究管理棟で構成して
いる。これらの設備や周囲の自然環境などを活用しながら、自
然、天文、科学の3分野の資料の収集・保存、調査・研究、展
示・教育普及に取り組んでいる。基本理念は「市民とあゆむ　
宙(そら)と緑の科学館」。自然豊かな生田緑地に立地し、市民
との協働、学校教育との連携など、市民に開かれた博物館とし
てのこれまでのあゆみを継承し、天文（宙(そら)と川崎の自然
（緑）を題材に、体験と知識の両方を重視して、本質を探究す
る科学的視点に立った事業を展開し、科学教育を推進するこ
とで、科学への関心を高め、科学的な見方や考え方を養い、世
界に目を開き、貢献できる人材を育むことを理念としている。さ
らに科学館の事業や活動を通じて人と人とをつなげ、共に学び
楽しみ活動する生涯学習社会を創出し、個性と魅力が輝く地域
（まち）づくりに寄与する。その実現のための基本方針は開か
れた博物館として、博物館活動の基盤である調査研究、収集保
存活動を計画的に実施している。

神奈川県立歴史博物館
神奈川県立歴史博物館は、神奈川県横浜市中区にある神奈

川県の文化と歴史に関する博物館で、自然科学系・人文科学系
の総合博物館であった県立博物館（1967年3月開館）の人文系
部門を母体に再整備し、1995年3月に開館した。最寄り駅はみ
なとみらい線の馬車道駅。横浜で貿易商をしていた丹波恒夫の
浮世絵コレクション6,000点以上などを所蔵している。建物はネ
オ・バロック様式で、横浜正金銀行本店として1900年（明治33
年）に着工し、1904年に完成。代表的なドイツの近代洋風建築
の影響を強く受けた建造物。1947年には、横浜正金銀行を引き
継いだ東京銀行（後の東京三菱銀行を経て現・三菱UFJ銀行）
が発足し、東京銀行横浜支店として使用され、1964年に神奈
川県が建物を買い取り、建物の増築・改修し、関東大震災で焼
失したドーム屋根を復元、1967年に神奈川県立博物館として開
館、1969年に建物が「旧横浜正金銀行本店本館」として国の重
要文化財に指定され、1995年（平成7年）には敷地を含め「旧
横浜正金銀行本店」として近代における我が国の産業経済の
発展を支えた重要な遺跡として、国の史跡に指定された。すぐ
れた意匠をもつ洋風建築で明治以降の建築物をともなう遺跡で
国より史跡の指定を受けたのはこれが最初。常設展示である総
合テーマ展示は、神奈川の歴史を古代、鎌倉近世など五つの時
代に分け展示している。
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皆様、あけましておめでとうございます。
令和 5 年の年頭に当たり謹んで新年のご挨拶を申し上げます。
会員の皆様には、平素より当海貨同業会の諸活動にご理解とご協力を賜り、心より厚くお礼申し上げます。
3 年続く新型コロナウイルス感染症のパンデミックは、昨年は日本国内において過去最高の感染者数を更新

しましたが、ワクチン接種などにより重症化や致死率は低下し、ウイズコロナ時代の在り方が模索された年で
もありました。

さて、新型コロナウイルス感染症の発生に端を発した国際海上コンテナ輸送はアジアから米国西岸向けのコ
ンテナ船の滞船が一時は 100 隻を超えていた状況でしたが現在では混乱も落ち着き、運賃高騰、空コンテナ不
足、コンテナ船運航遅延もここにきてだいぶ解消しており安堵しています。

また、昨年 2 月 24 日に勃発したロシアによるウクライナ侵攻が世界に衝撃を与え多数の犠牲者と損害を出
すとともに、その対応について西側諸国と共産圏諸国との溝が浮き彫りになりました。世界経済とりわけ食糧
安全保障の問題やエネルギー環境が一変し資源輸入大国である日本でもガソリン価格や電気料金は大幅に上昇
し、これによる物価高騰には困惑しています。

当業会関係では、国土交通省港湾局が推進する港湾・貿易手続きを電子化するサイバーポート（データ連携
基盤）の第 1 次運用が一昨年 4 月より始まりました。輸出入貿易手続きを行う関係者が各社のシステムと連携
することにより、今まで紙や FAX で運用されていた手続きもすべて電子化され、効率化が進むといわれるも
のです。現在通関業務については NACCS システムにより手続きが行われていますが、今年度にはこのシステ
ムとも連携され、さらに輸出入貿易物流の効率化が進むものと期待します。最新の利用申込者は 350 社を超え
る数となりましたが、関係する利用者がそろって使用することが重要と考えますので、積極的に進めてまいり
たいと思います。

また、昨 7 月国土交通省港湾局で「港湾労働者不足対策アクションプラン」が公表されました、2024 年問
題を踏まえたトラック運転手不足だけでなく港湾運送事業に携わる事業者でも労働者不足は深刻な問題です。
いずれも大切なプランを示されましたが、中でも特に会員企業で対応できる「働きやすく、働きがいのある職
場の確保」には重点的に取り組んでまいりたいと思います。

さらに毎日耳にすることが多くなった SDGs です。国連で定めた 2030 年に向けて持続可能な世界を実現す
る目標と言われますが、我々港湾で働く業界においても昨年 7 月国土交通省港湾局で「みなと SDGs パートナー
登録制度」が創設され、登録事業者の募集が行われているところです。登録のメリットとして、自社の事業活
動と SDGs の関連性について身近なところから「気づき」を得るとともに取り組みの「見える化」することに
あるとしています。また、登録を受けることによりロゴマークの使用、ホームページでの事業者の取り組み紹
介、従業員のモチベーションアップ、取引先への PR 効果、経営リスク管理も期待されるとされています。引
き続き経済、環境、社会から成る 17 の目標と 169 のターゲットを意識しながら、事業に取り組む必要がある
と肝に銘じております。

最後になりますが、海貨業界においては、物流の高度化を図る一方で、物流の安全とコストの低減、さらに
は情報化などの課題に応えるため、港湾物流に関わられる皆様の的確なご意見ご指導を頂きながら、関係団体、
関係機関、関係官庁の皆さんと連携を図り、諸課題に取り組む所存でおります。本年も何卒よろしくお願い申し
上げますとともに、会員各社の益々のご繁栄とご健勝を祈念申し上げまして、新年のご挨拶とさせて頂きます。

京浜海運貨物取扱同業会

会長　石　黒　明　博
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年頭にあたり、謹んで新春のご挨拶を申し上げます。
平素より、港湾行政の推進にあたっては、格別のご理
解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。また、国民
の命と暮らしを守り、我が国の経済活動を支えるため、
献身的に職務を遂行されている港湾関係者の皆様に、
重ねて敬意と感謝を申し上げます。

まずは昨年、臨時国会において、カーボンニュート
ラルポートの取り組みを推進するための環境整備等の
措置を盛り込んだ港湾法の改正案を提出し、衆参両
院のご審議をいただくことで成立の運びとなりました。
今後、全国の港湾で取り組みが進んでいくことが期待
されます。

また、おかげさまで、港湾分野における地域の要望
を盛り込んだ令和 4 年度補正予算の成立や令和 5 年
度当初予算に係る閣議決定が行われたところです。港
湾関係の税制改正要望につきましても、荷さばき施設・
作業船・民有護岸に係る特例措置の延長等が認めら
れました。関係者の皆様のご支援、ご協力に改めて
深謝する次第です。

社会全体をみると、少子高齢化、労働生産性の相
対的低下、デジタル化の立ち後れ、地球環境の悪化、
新型コロナウイルス感染症に伴う物流の混乱など、課
題が多岐にわたっております。

私は、港湾局という組織をとおして、これらの社会課
題を港湾の視点から解決に導けるような取り組みをした
いと思っており、以下の施策を着実に進めてまいります。

1. 国際コンテナ戦略港湾の機能強化、
地域の基幹産業の競争力強化のための港
湾整備
近年、アジア諸港におけるコンテナ取扱量の急増

や、コンテナ船の更なる大型化等により、国際基幹航
路の日本への寄港が減少傾向にあります。我が国への
国際基幹航路の寄港を維持・拡大し、日本に立地す
る企業のサプライチェーンの安定化等を通じて我が国
産業の国際競争力強化を図るべく、「集貨」「創貨」「競
争力強化」の 3 本柱からなる国際コンテナ戦略港湾
政策を推進してまいります。特に、国内外からの集貨
を一層促進するため、既存ストックを活用しつつ、コ
ンテナターミナルの更なる利便性向上に向けて取り組
んでまいります。

また、港湾は、地域の雇用と経済を支え、産業の国
際競争力を向上させる強力なパワーをもっており、そ
れをいかに最大限に引き出すかが、さらに重要になっ
ていきます。国際バルク戦略港湾をはじめとする民間
投資の誘発や、集積した産業の効率化に資する港湾
の整備を重点的に推進してまいります。加えて、トラッ
クドライバー不足に伴うモーダルシフトの受け皿にもな
る内航フェリー・RORO 船の輸送網強化に取り組んで
まいります。

3. 港湾の競争力強化に向けたDX
及びGXの推進
地域の基幹産業を支える港湾の整備や、災害に強

い「競争力強化」という視点では、国際競争力の更な
る向上のため、良好な労働環境と世界最高水準の生
産性を有する「ヒトを支援するAIターミナル」の実現や、
新・港湾情報システム（CONPAS）の利用拡大、港湾
における新技術の開発等を推進するための取り組みを
進めていきます。また、港湾の電子化を進め生産性向
上を図るサイバーポートについては、改正港湾法にお
いて電子情報処理組織として位置づけられたことも踏
まえ、より一層、物流・管理・インフラの各分野の取
り組みを推進してまいります。

国土交通省　港湾局長

堀　田　　治

年頭所感
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加えて、「2050 年カーボンニュートラル」等の政府目
標の下、我が国の産業・港湾の競争力強化や、脱炭素
社会の実現に貢献するため、脱炭素化に配慮した港
湾機能の高度化や、水素等の受入環境の整備等を図
るカーボンニュートラルポート（CNP）の形成を推進し
てまいります。昨年 12月に施行された改正港湾法に
基づき、港湾管理者が、多岐に亘る関係者が参加す
る港湾脱炭素化推進協議会での検討をふまえ、港湾
脱炭素化推進計画を作成し、同計画に基づいて各関
係者がそれぞれの取組を進めることとしています。ま
た、再生可能エネルギーの主力電源化に向けた切り札
とされている洋上風力発電についても、秋田港及び能
代港において、我が国初となる大型商用洋上風力発電
を近々全面的に運転開始予定であり、引き続き経済産
業省と連携しつつ、積極的に取組を推進しています。

3. 国民の安全・安心の確保
近年、大規模災害が毎年のように我が国を襲ってい

ますが、港湾も例外ではありません。昨年は、福島県
沖の地震による相馬港への被害や、立て続けに上陸し
た台風による被害が発生しました。海からの国土強靱
化を進めることの重要性が今まで以上に増していると
強く感じており、「防災・減災、国土強靱化のための 5
か年加速化対策」を確実に進めてまいります。また、“み

なと”の機能を最大限活用して海上輸送による救助・
救援や物資輸送等の災害対応支援を行うため、各地
域で船舶を活用した防災訓練の実施など「命のみなと
ネットワーク」の形成に向けた取組を進めます。

4. クルーズの再興に向けて
国際クルーズについては、関係業界団体により策定

された国際クルーズ運航のためのガイドラインを踏ま
え、昨年12月から本邦クルーズ船社による国際クルー
ズの運航が再開されており、本年 3月からは外国クルー
ズ船社による運航再開を予定しています。クルーズの
本格的なリスタートに向け、関係者間で連携し、安心
してクルーズを楽しめる環境づくりを一層推進してまい
ります。

私ども国土交通省港湾局は、「みなと」から我
が国の抱える社会課題の解決を図り、国民全体の
QOL(Quality of Life) 向上に一層貢献できるよう努め
てまいります。最後に、本年も港湾行政へのより一層
のご理解、ご協力を賜りますようお願い申し上げます
とともに、皆様方にとりまして、素晴らしい一年なりま
すことを心より祈念し、年頭のご挨拶とさせていただき
ます。

年頭所感
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年頭にあたり、謹んで新年のご挨拶を申し上げま
す。

京浜海運貨物取扱同業会並びに会員の皆様方に
は、平素より関東運輸局の実施する各種施策に格別
のご理解とご協力を賜り、厚く御礼を申し上げます。

昨年を振り返りますと、長引くコロナ禍の中、原
油価格や物価の高騰、およそ３２年ぶりの円安水
準、また不安定な国際情勢等も相まって、物流事業
をはじめ様々な業界の皆様にとって大変厳しい１年
であったと認識しております。

そのような中、コロナについては現在第８波とも
言われる感染者数の増加はあるものの、水際対策の
緩和が進み、各種イベントについても感染対策に配
慮しながら開催されるなど、「ウィズコロナ」「アフ
ターコロナ」に向けた動きが活発になっております。
また、景気についても、最近の月例経済報告におい
て「ゆるやかに持ち直している」との見解が続いて
いるなど、明るい話題も増えて参りました。

四面を海で囲まれた我が国にとって、港湾は物流
や貿易をはじめとした様々な産業にとって極めて重
要な拠点であり、首都圏を背後に抱える京浜港は、
我が国の社会経済を支える最重要港湾のひとつであ
ります。貴同業会をはじめ京浜港の皆様方におかれ
ましては、コロナ禍の影響等により物流が世界的に
混乱する中でも、物流を途絶えさせることなく、そ
の機能を維持し、我が国を支えて下さっておられま

す。このことに深く敬意を表しますとともに、感謝
を申し上げます。

昨今、物流業界では「担い手の不足」により「人
材の確保・育成」が大きな課題となっており、港湾
運送事業においてもその例に漏れず、人手不足が業
務に与える影響が深刻化していると聞いておりま
す。そのような中、国土交通省では「港湾労働者不
足対策アクションプラン」を昨年７月に策定・発表
し、港湾運送サービスを船社や荷主に対して持続的
に安定して提供できるよう、官民一体となって取り
組んでいく項目をお示しいたしました。具体的には、

「港の仕事を知ってもらう」、「働きやすく、働きが
いのある職場の確保」、「事業者間の協業の促進」、「適
正な取引環境の促進」の４点を柱としており、現在、
各施策に鋭意取り組んでいるところです。

関東運輸局といたしましても、貴同業会をはじめ
関係の皆様方との連携を深め、この取組みを着実に
推進することで、安定的で持続可能な港湾物流の確
保に貢献してまいりたいと考えておりますので、お
力添えの程、どうぞよろしくお願い申し上げます。

本年も関東運輸局は、首都圏における海陸の物流
や交通等を所管する行政機関として、京浜港をはじ
め我が国の更なる発展に向けて、関係各所の皆様方
とともに様々な取り組みを進めて参ります。

最後に、貴同業会並びに会員店社の皆様、また関
係各所の皆様方にとりまして、本年が輝かしい１年
になりますことをご祈念申し上げ、新年のご挨拶と
させていただきます。

関東運輸局長

新　田　慎　二

年頭所感
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年頭所感

令和 5 年の年頭にあたり、謹んで新年の御挨拶を
申し上げます。

京浜海運貨物取扱同業会並びに会員の皆様には、
日頃より東京港の振興と発展のために多大なる御支
援と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

昨年を顧みますと、やや落ち着きを見せ始めてい
るものの、北米港湾の混雑や新型コロナウイルス感
染症の影響等により世界的にサプライチェーンの混
乱が発生いたしました。こうした中にあって、東京
港の機能は混乱することなく維持され続けておりま
す。これはまさに、貴同業会並びに会員の皆様の御
努力のおかげであり、感染防止策の徹底を図りなが
ら港湾物流の円滑な運営に御尽力いただいておりま
すことに、改めて感謝申し上げます。

お陰様をもちまして、東京港は、外貿コンテナ個
数が 24 年連続国内最多となっておりますが、引き
続き、東日本のメインポートとしての重要な役割を
果たしていけるよう、ハード・ソフトの両面から機
能強化に向けた取組を着実に進めてまいります。

具体的には、中央防波堤外側 Y3 コンテナターミ
ナルなど、ふ頭の新規整備を進めるとともに、既存
ふ頭の再編や機能強化に取り組みます。

また、ふ頭周辺の交通混雑を解消するため、トラッ
クに搭載した GPS の活用によるコンテナふ頭周辺

道路における混雑状況の「見える化」を一昨年 7 月
より開始しております。コンテナ搬出入予約制の早
期本格導入に向け、国土交通省が開発したシステム
である CONPAS も活用し、港へのトラック来場時
間を平準化させる取組を進めております。

一方で、近年のアジア貨物の更なる増加や船舶の
大型化の進展、AI 等の情報通信技術の進化、脱炭
素社会の実現に向けた取組の必要性など、東京港を
取り巻く情勢が大きく変化しており、中長期を見据
えた取組も重要です。

このために、東京都港湾審議会から昨年 1 月に答
申を受けた「東京港第 9 次改訂港湾計画に向けた長
期構想」が示す東京港の将来像を踏まえて、第 9 次
改訂港湾計画の策定を進めているところです。

また、東京港の脱炭素化の取組を戦略的に推進し
ていくため、港湾関係事業者や脱炭素化に知見を有
する企業の皆様で構成する「東京港カーボンニュー
トラルポート検討会」を設置し、「東京港カーボン
ニュートラルポート形成計画」の策定を進めていま
す。

東京港がこれからも利用者の皆様に一層 “ 選ばれ
る港 ” になれるよう、引き続き、皆様方と力を合わ
せて時代の要請に応えてまいりたいと思います。

皆様のより一層の御理解と御協力を賜りますよう
お願い申し上げます。

貴同業会と会員の皆様のますますの御発展と御繁
栄を祈念申し上げまして、新年の御挨拶とさせてい
ただきます。

東京都港湾局長

矢　岡　俊　樹
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年頭所感

令和 5 年の年頭にあたり、謹んで、新年の御挨
拶を申し上げます。

京浜海運貨物取扱同業会並びに会員の皆様には、
日頃から横浜港の発展、振興に多大な御尽力を賜
り、心から厚くお礼申し上げます。

開港以来、我が国の産業と暮らしを支える国際貿
易港として発展してきた実績や経験を活かし、本
年も「国際競争力のある港」、「観光と賑わいの港」、

「安全・安心で環境にやさしい港」の 3 つを柱に、
横浜港の更なる発展に尽力してまいります。

「国際競争力のある港」として、急速に進展する
コンテナ船の大型化に対応し、基幹航路の維持・拡
大を図るため、国際コンテナ戦略港湾施策を展開
します。新本牧ふ頭の埋立を進めるとともに、南
本牧ふ頭 MC1~4 コンテナターミナルの一体運用、
本牧ふ頭 D5 コンテナターミナルの再整備や A 突
堤ロジスティクス拠点の形成等を始めとする本牧
ふ頭再編強化等、コンテナ取扱機能の強化に取り
組みます。また、完成自動車取扱機能強化として、
大黒ふ頭では、自動車専用船の大型化や着岸隻数の
増加に対応するため、岸壁等の改良、コンテナター
ミナルから自動車ターミナルへの転換等を進めて
います。令和 4 年 4 月から日本最大級となる 11 隻

の大型自動車船が同時に着岸可能な自動車取扱拠
点として供用開始しており、引き続き EV 車の輸入
拠点としても対応できるよう、荷さばき地の拡張
等を進めていきます。

「観光と賑わいの港」として、関係機関と連携し
ながら、新型コロナウイルス感染症対策を徹底し、
3 月からの国際クルーズ再開に向けて、受入体制の
強化に取り組みます。また、観光により市内経済
を活性化させるため、みなとみらい 21 地区の歩行
者デッキ整備や水上交通の充実、臨港パークの再
整備等に取り組んでいきます。

「安全・安心で環境にやさしい港」として、2050
年の脱炭素社会の実現を目指し、国や周辺自治
体、民間企業と連携しながらカーボンニュートラ
ルポート（CNP）の形成に向けて、水素等の輸入
拠点化や供給インフラの整備等の検討を進めます。
また、人命や財産を守るための海岸保全施設や耐
震強化岸壁の整備も進めます。

横浜港は、市民の社会生活を支えるうえで欠か
すことのできない社会インフラとして、重要な役
割を果たしています。本年も引き続き、多くの関
係機関の皆様との連携のもと、市民生活を豊かに
する総合港湾づくりに取り組んでまいりますので、
ご支援ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

最後になりますが、貴同業会の益々の御発展と
皆様の御健勝を心から祈念申し上げ、新年の御挨
拶とさせていただきます。

横浜市港湾局長

中　野　裕　也
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年頭所感

令和 5 年の年頭にあたり、謹んで新年の御挨拶
を申し上げます。

京浜海運貨物取扱同業会並びに会員の皆様には、
平素より川崎港の円滑な運営と振興、発展に多大
な御支援、御協力を賜り、心より感謝申し上げます。

国内外で人々の暮らしと経済に様々な形で影響
を与えている新型コロナウイルス感染症のパンデ
ミックは、今年で 4 年目に入ります。幸いにして
国際物流の混乱については改善の兆しがみられる
ものの、完全な収束に向けては依然として予断を
許さない状況が続いています。

令和 3 年の川崎港全体のコンテナ取扱貨物量は、
コロナ禍を要因とする世界的な海上コンテナ物流
の混乱の影響が川崎港にも及び、12 年ぶりに減少
となりました。現在も厳しい状況が続いていると
ころですが、これを一時的なものとし、取扱量を
増加傾向に転じさせるべく、官民が一丸となって
川崎港のポートセールス活動を推進してまいりた
いと考えています。引き続き皆さまの御協力をお
願いいたします。

川崎港では、コンテナ取扱量の増加を見据えて、
コンテナターミナル隣接地に新たにバンプール及
びシャーシプールを整備しており、今年 10 月に供
用開始を予定しています。稼働いたしますと、空
コンテナの保管能力が約 45% 増加します。また、
搬出入のゲートも、6 ブースから 10 ブースへと増

設いたします。これらの整備が完了いたしますと、
コンテナ取扱量の増加に寄与するとともに、今ま
で以上にコンテナの搬出入を効率的に行えるよう
になることで、2024 年以降に求められるドライバー
の労働環境改善にも貢献できるものと考えていま
す。今後も、荷主や船社から選ばれる利便性の高
い港を目指して、川崎港のサービス向上に努めて
まいります。

川崎市では、川崎港長期構想の改訂に向けて、令
和 3 年に学識経験者や港湾関係者を含めた委員会
を立ち上げ、令和 5 年度中の改訂を目指して検討
を進めているところです。川崎港はこれまで京浜
工業地帯の中核を担い産業を支えるとともに、国
際海上物流のコンテナ化に対応するなど、社会の
変化に対応しながら発展してまいりました。今後、
カーボンニュートラル化の加速やデジタル技術の
革新等、急激な社会変化が想定されている将来に
おいても川崎港が重要な役割を果たし続けること
ができるよう、川崎港長期構想において新たな川
崎港の将来の姿を設定し、その実現に向けて、港
湾計画の改訂をはじめとして、具体的な施策を着
実に進めてまいりたいと考えております。

引き続き、利用者の皆様の声に耳を傾け、皆様
と力を合わせて全力で取り組んでまいる所存です
ので、貴同業会をはじめとする港湾関係者の皆様
におかれましては、より一層の御支援、御協力を
賜りますようお願い申し上げます。

結びに、貴同業会のますますの御発展と会員皆
様の御活躍を心から祈念申し上げまして、新年の
御挨拶とさせていただきます。

川崎市港湾局長

磯　田　博　和
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関東運輸局

平成 5年 4月　運輸省採用

平成10年 7月　 同 運輸政策局貨物流通企画課貨物流通システム高

度化推進室専門官

平成12年 7月　建設省建設経済局調整課調整官

平成13年 1月　国土交通省総合政策局国土環境・調整課調整官

平成14年 7月　横浜市都市計画局都市企画部企画調査課担当課長

平成16年 8月　環境省環境管理局自動車環境対策課課長補佐

平成17年10月　同 水・大気環境局自動車環境対策課課長補佐

平成18年 7月　国土交通省総合政策局観光資源課長補佐

平成20年 4月　 （独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構総務部総務

課長

平成22年 7月　国土交通省大臣官房総務課企画官（港湾局）

平成23年 8月　同 中国運輸局企画観光部長

平成25年 7月　同 自動車局総務課企画室長

平成26年 7月　同 鉄道局都市鉄道政策課駅機能高度化推進室長

平成28年 3月　同 海上保安庁警備救難部環境防災課長

平成30年 7月　 同 大臣官房付

（併）内閣官房内閣参事官（内閣官房副長官補付）

（併）内閣サイバーセキュリティーセンター

令和 2年 7月　同 自動車局自動車情報課長

令和 3年 7月　 成田国際空港株式会社執行役員管理部門総務人事部長

令和 4年10月　現職に就任

人　事

関東運輸局次長　金
かねこ

子 修
のぶひさ

久
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令和 4 年度第 59 回全国港湾労働災害防止大会は、去る 10 月 21 日（金）全国から約 1,000 名
が参加し盛大に開催されました。新型コロナウイルスの感染拡大により第 57 回、第 58 回は中
止となっておりましたが 3 年ぶりの開催となりました。

当日は晴天のなか、安全衛生委員 11 名は正面玄関前で撮影後会場内へと入り、定刻の 13:00
に第一部式典の部と第二部は特別講演の部に分かれ大会式次第の通り進んでいきました。

開会に先立ち、参加者全員で国家斉唱の後、港湾荷役業務において令和元年度第 56 回大会以
降の 3 年間に殉職された 7 名の尊い御霊のご冥福を祈り、参加者一同の黙祷が捧げられ、宮本
和也大会実行委員長より開会宣言が述べられ開会致しました。

式典は、港湾労働災害防止協会 藤木幸太会長の式辞に始まり、厚生労働省・国土交通省・千
葉県知事・市原市長・日本港運協会から 5 名が来賓を代表して大会の成功を祝し港湾における
労働災害防止活動の一層の推進を期待する旨の祝辞が述べられた後、ご出席の来賓の皆様のご
紹介と、各防災団体、関係機関から寄せられた祝電が披露されました。

続いて令和 4 年度の安全衛生表彰は 23 事業所及び 36 名の方々が優良賞をはじめとする各賞
を受賞され、藤木会長から表彰状と副賞が贈られ、続いて、小林裕明大会実行委員会副委員長
より『大会宣言』が力強く行なわれ、一年間の無災害を目指して決意表明がなされ、参加者全
員が採択しました。

15 分間の休憩の後、第二部特別講演等が行われました。
先ずは「わが社の労働災害防止活動」と題して、日鉄物流

君津株式会社　松岡　靖港運・構内物流部長より特別報告が
なされ、次に、千葉総支部千葉支部東海海運株式会社千葉支
店船内班の皆様の発声に合わせ、会場の出席者全員で指差唱
和が行われました。最後の特別講演は落語家でタレントのヨ
ネスケ氏から「隣の晩ごはんから見える家族の絆」と題して
熱く語られ会場からは笑いと盛大な拍手が送られました。

大会の最後は、港湾労災防止協会兵庫県支部の堀内敏弘総
支部長より閉会の辞が述べられ午後 16 時大会の全てを終了
致しました。

第59回全国港湾労働災害防止大会開催について
開催日時：令和4年10月21日（金）13時より
開催場所：市原市市民会館大ホール

京浜海貨同業会安全衛生委員会
委員長　中村　光雅
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本年度の FIATA 世界会議は9月12日から16日ま
での5日間、韓国の釡山で開催された。

新型コロナウイルス感染症の世界的な流行によ
り、2020年から2年間延期され、3年ぶりで対面方式
での開催となった。

公式な発表はないが、韓国の世界会議ホームペー
ジの参加者リストによれば、参加者総数443名、内174
名が韓国内の参加者であることから、国外からの参
加は269名とみられる。ただし、直接の参加かWEBに
よる参加かは記述がないので不明である。また、日本
から韓国への入国ビザの混乱、釡山への定期航空便
の欠航などで、日本の3団体（JAFA,JIFFA,JFFF）は、
全員がWEB参加となった。

WEBによる会場の様子や、各会議の議事録の参加
者リスト（直接参加、WEB参加が明記されている）
を見る限り、実際の直接参加者は上記の半数くらい
ではないかと思われる。

各部門会議の内容は下記の通りです。

Region Asia/Pacific - アジア太平洋地域部会

議長：Mr. Yukki Hanafi

“FIATA REVIEW” #142 October 2022から抜粋

QT：
アジアの状況について－FIATA アジア太平洋地域
部会議長　Mr. Yukki Hanafi 
「物流は経済発展の重要な血液です」
コンテナの流れが加速する中、FIATAアジア太

平洋地域部会は現在、企業間取引会議の概念に関す
る行事を開催することで、物流関係者間のネット
ワークを拡大している。

コロナの世界的流行は、生活のあらゆる側面に影
響を与えている。需要の変化は、要求を満たすため
の新しい選択肢を提供する。人々が要求を購入する
方法は、製造現場に大きな影響を与える。

FIATAアジア太平洋地域部会は、これらの問題を
克服しようとした。 すべての部門がコロナの世界
的流行に適応しており、より良い生活を続けること
に成功している。この地域の生産者と消費者の人口
の継続的な増加は、落ち込んだ経済の回復に優れた
支援を提供してきた。

産業活動の増加と消費の増加は、物流活動に影響
を与えている。

ロジスティクスは、経済発展における重要な血液
であり、新しいサービス レベルで進化してきた。

地域の生産の発展を支援し、電子商取引の増加、
低温流通体系（コールドチェーン）流通の増加、環境
への懸念、より良い物流を提供するためのデジタル
サービスの増加が重要な主題である。

FIATAアジア太平洋地域部会は、企業間取引会議
の概念に関する行事を開催することで、物流関係者
間のネットワークを拡大する過程にあった。これに
より、サービス範囲が拡大し、ロジスティクス事業者
間の技能の適用も活用される。そうすることで、アジ
ア太平洋地域におけるコロナ後の物流の成長の回復
に、物流事業者は効果的に対処することができる。

FIATAアジア太平洋地域部会は、より良いサービ
スを提供するために会員を支援するよう努めてい
る。これにより、ロジスティクスの迅速かつ正確な
手順が保証され、すべての経済活動が援助される。

“FIATA WORLD CONGRESS 2022” 
についての報告書

日本海運貨物取扱業会　国際複合輸送委員会委員長　富　田　泰　史
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ロジスティクスおよび供給連鎖管理部門の最新情
報、この地域の運賃の低下、コンテナの入手可能性の
向上、地域間の貿易のバランスをとる処置により、ロ
ジスティクスの流れは積極的に加速している。会員
間の企業間取引の協力により、より良い物流業務が
保証される。会員が持続可能な輸送解決法を構築す
る上で大きな課題に直面するのを援助することで、
このAPAC地域内の専門のロジスティクス サービ
ス事業者によって提供される世界中の商品移動に関
するサービスは、消費者の期待に応えるように改善
される。

FIATAアジア太平洋地域部会は、製品に付加価値
を提供するために、業界を結び付けて団結させる必
要がある。複数様式の実践によるワンストップサー
ビスは、お客様に高い価値をもたらす。また、このコ
ロナ後の時代に回復するロジスティクスの成長を歓
迎する能力と能力を高めるために、すべての会員を
援助する準備ができている。

議長は、FIATA世界会議で、巨大な経済発展を
支援するための迅速かつ正確なロジスティクス
サービスの必要性を結論付けた。世界中のすべて
のFIATA会員と共に、強力なビジネス パートナー
シップを構築し、実りある業務提携を行うことがで
きる。この行動により、すべてのFIATA会員が真の
利益を享受できるようになる。多くの人が、コロナ
後のロジスティクスがどのようになるか疑問に思っ
ている。私たちの習慣はそれほど速くは変わらず、
人々はまだ商品を消費し、旅行し、外食し、友人と会
うだろうが、そのすべてにロジスティクスが必要で
ある。ワクチンがなければ世界はさらに悪化し、コ
ロナ世界流行の間、ロジスティクスでは世界的な解
決が求められていた。

Mr. Hanafiは会員に対し、コロナの勢いをうまく
利用するように述べ、また、韓国輸送業者協会とアジ
アの協会がさらに協力しようとしていることに感謝
と敬意を表し、すべてからの意見を歓迎した。
UNQT：

FIATA Logistics Institute （FLI） – FIATA ロ
ジスティクス委員会

議長 : Mr. Stephen McDermott

活動報告　2022

議長は、2022年の報告を主要な数値と共に発表し
た。

2022年9月までに、FIATA の貨物輸送ディプロ

マで46の公認協会会員、供給連鎖管理のFIATA高等
ディプロマで14の公認協会会員がいる。貨物輸送で
検証中の協会会員が1者、高等供給連鎖管理で検証中
の協会会員が1者いますが、貨物輸送につながるコー
スの提供に関心のある協会会員は4者です。

検証済みの協会会員の地域分布は、ヨーロッパ：
43%、アジア太平洋：30%、という驚くべき数字があ
り、アフリカと中東は18%、南北アメリカは9%であ
り、これは、後者の地域でFIATA教育プログラムを
促進するためのFLIの取り組みを示している。これ
までに、貨物輸送の18,850の卒業証書と、高等供給連
鎖管理の538の卒業証書を含む、合計19,338の卒業証
書が発行された。

一方、検証会議はコロナの世界的流行により、対面
式の会議からオンライン会議へ変化を遂げている。

2022年の50回目の検証会議では、午前9時に再検証
された。進行中の第51回検証会議では、検証/再検証
を待っている8つのプログラムがある。

「FLI の新たな戦略的責務に関する議論」

a.短期的な戦略的要請
会長会によって承認された短期的な義務は次のと

おりです：
• FIATA 最低基準の更新
• 再検証過程の簡素化
• 標準化された評価
• FIATA デジタル配信基準
決定事項と次の段階：

• 現在のFIATA 最低基準を改訂するために、航
空貨物委員会、通関委員会、複合輸送委員会を含む
が、これらに限定されない関連委員会の支援を求め
る。

•  資料の提出には、再検証アンケート、主な変更の
概要文書、および年間顧客推奨度が必要である。

•  機動部隊1と2を統合して、FIATA 最低基準で
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デジタル標準を作成する。
b. 長期的な戦略的要請

長期的な義務は内部でまだ議論中であるが、内容
は次のとおりである：

• FIATA ディプロマの電子書籍の作成
• 教育販売代理店プログラム
電子書籍は協会会員に販売される予定だが、再販

に関心のある協会会員は、電子書籍を会員に再販す
ることができる。 教育再販プログラムに関しては、
FLI は協会会員が訓練プログラムの再販に関心が
あることを確認する。

長期的な必須事項についての議論の中で、多くの
洞察に満ちた質問が提起され、電子書籍の作成に関
する課題が展開された。

• 電子書籍の位置付け ̶ さらなる適応のための
基本として機能するのか、それとも直接使用するた
めの最終製品として機能するのか?

•  電子書籍の言語 ̶ どの言語で書かれるか? 翻
訳できるか?

•  電子書籍の標準化 ̶ 言語や地域の状況におけ
る多様な背景を考慮して、現地の慣習を標準化
された状況にどのように統合するか?

•  電子書籍の対象範囲 ̶ 航空危険物は電子書籍
で保護されているか?

•  高等供給連鎖管理の電子書籍 ̶ 高等供給連鎖
管理の電子書籍はあるか?

• 電子書籍の事業所有者 ̶ 誰が責任を負うか?
　FLI議長の回答：
•  電子書籍の作成の目的は、基本として採用する
か、協会会員が直接使用できる標準化された状
況を提供することである。

•  英語で発行される予定だが、現地語への翻訳は
検討中であり、さらに検討する必要がある。

•  文脈は、国際的な範囲で非常に一般的である。
国や地域での慣行を排除するものではない。

•  航空危険物の適用範囲は、この文脈には当ては
まらない。

•  高等供給連鎖管理の電子書籍の作成について、
さらに議論する必要がある。

•  電子書籍の事業所有者は、特定の協会会員に依
存することは避けるべきであることに注意され
たい。

その他の事業

ヨーロッパでの良好な関与とカナダでの熱烈な
参加にもかかわらず、FLIは、YLPに参加していな
い国や地域でより多くの若い才能に手を差し伸べ
るために、若手ロジスティクス専門家賞を推進する
必要がある。

参加率が低い理由には、次のようなものがある。
•  言語の壁により、英語を母国語としない人の参
加が妨げられる

• 若手ロジスティクス専門家賞の認知度の欠如
• 論文作成の援助が限定的
　決定事項と次の段階：
• 翻訳サービスの実施について話し合う。
•  FIATA が協会会員による若手ロジスティクス
専門家の推進にどのように役立つかについて話
し合う。

•  機動部隊3は、地域や国で若手ロジスティクス専
門家を促進する方法について自由発想会議を行
う。

Advisory Body Legal Matters （ABLM） – 法
律問題諮問部会

議長：Mr. Yuntao Yang

1.会議の開会

議長は参加者を歓迎し、3年ぶりの対面での会議
への参加に感謝しました。

2. 活動報告

議事録の承認と、2022年5月18日のFIATA本部会
議で開催された前回のABLM会議の議事録の採択
に続いて、ABLM活動の報告が提示された。

2.1 FIATAは、譲渡可能な複合輸送に関する新しい
国際文書に向けて取り組んでいる。

この報告はMr. Richard Gluckによって作成され
たが、FIATA の作業の背景と目的を概説したもの
で、譲渡可能な複合輸送文書に関する新しい国際文
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書に向けたものである。彼は国連国際商取引法委
員会で行われた準備作業を詳述し、委員会の第55回
部会で確保された合意については第6作業部会に割
り当てる。 委員会事務局は、FIATA Multimodal
Transport Bill of Lading（FBL）を複合輸送文書と
して、その作業の中で何度か引用していることを強
調した。

委員会の国際文書草案の主な特徴が強調され
た。これは、FIATAのFBLとそのデジタル対応

（eFBL）についての作業に関連する重要な開発です。
FIATA 文書の推進は継続的な課題です。ABLM
は情報技術諮問部会（ABIT）を支援し、eFBLの使
用と促進に取り組んでいる。したがって、さまざま
な輸送形態間でFBLの交渉可能性を確保すること
が重要である。実際には、FBLは銀行に広く受け
入れられており、「信用状取引」で使用されている。
UNCTADおよびICC規則に準拠している。鉄道、道
路および航空輸送形態におけるFBLの譲渡可能性は
契約上の合意に基づいており、陸上輸送で使用され
る交渉可能な輸送文書の明確さと確実性を確保する
ために、調和のとれた法的規定を策定する必要があ
ることが指摘された。

2.2 サイバー犯罪防止最適運用案内の更新
ABLMは、ABITおよびセキュリティ問題諮問部

会（ABSS）と協力して、2019年に最後に発行された
サイバー犯罪防止の最適運用案内を更新している。
同じことに対する専門家の意見がABITとABLM か
ら提供されており、現在ABSSによる追加を待ってい
る。FIATAは、統合された学際的な案内としてこれ
を公開することを望んでいることが指摘された。

2.3 電子契約の使用に関する ABLM 最適運用案内
COVID-19 期間中の電子契約の使用に関する明確

化のためのいくつかの要求に従ってこの案内の焦点
は、国境を越えた取引における電子契約の実用化に
置かれる。今後のABLM作業の別の課題になるた
め、これにはeFBLに関する提案は含まれない。この
過程を促進するために、ABLMがFIATA会員に特
定の質問をする場合、FIATA本部はこの課題に関
する地域の法律と開発に関する情報を照合するため
に、さまざまな国の協会会員に連絡を取ることがあ
る。この案内の発行は2022年末までに予定されてい
た。FIATA本部は、参加者からの反応を見るために
概要の草案を共有した。

地域の最新情報が提供されました。英国では法的
な承認と受諾との関連で事態はまだ進行中である。

中国では、電子署名と契約は認識されているか有効
になっています。協会の代表者は、中国ではデジタ
ル契約には会社の権限のある人物が署名する必要が
あり、会社の紋章または印鑑が必要であると指摘し
た。印鑑そのものは通常、追加の保障と確認のため
に警察に登録される。

また、手書きの署名とデジタルスタンプが安全で
法的に許容される方法で添付されることを保証する
基準がある。アルゼンチンの代表は、ラテンアメリ
カの状況は書面で提供される、と述べた。

ABIT議長であるTej Contractorは、この取り組み
を称賛し、電子契約の進展を考慮して過去の形式契
約を更新するようFIATAに求めた。彼は、電子契約
は比較的新しいものであり、将来的にこの課題に関
する説明を求めていることを指摘した。

2.4 運送業者の責任保険に関する案内
電子FBLの開始とFIATAの販売契約の更新に伴

い、次のことが指摘された。賠償責任保険について
多くの質問があった。この目的のために、賠償責任
保険に関するABLM案内は、運送業者が賠償責任保
険を選択する際の考慮事項に関する一般的な情報を
提供し、FBLや運送業者の受領証明書（FCR）など
のFIATA文書に適用される条件も考慮する。必要
に応じて、FIATA文書について別の案内を提供す
ることもできる。また、輸送業者が主役として機能
している状況にも焦点を当てる。

参加者は、電子航空船荷証券の発行について、輸
送業者が主役として行動する場合の責任がどのよう
に決定されるかについても質問を投げかけた。航空
会社にはこれに関する独自の規則があり、輸送業者
は電子航空船荷証券契約に署名することが明らかに
なった.ハウス航空船荷証券の執行可能性について、
より明確さが求められた。これには根本的な法的体
制がないことが明確にされており、これは契約上の義
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務であり、法的責任の側面には明確な法律上の根拠
がないことに注意して、綿密に調査する必要がある。

3. 今後の課題

3.1 競争法の発展
ABLMのRichard Gluckは、2022年海上輸送改革

法案に関する最新情報、およびその後の展開、また
輸送業者業界への影響を発表した。彼の報告書の中
で、彼は最近の海上輸送作業部会と共同でこの課題
に関する出版物を作成した。形態限定の作業におけ
る独占禁止問題に対するABLMの援助の可能性に
ついても議論された。
3.2 その他

電子契約の使用に関する最適運用案内の作業が
進行中であったため、参加者は、共有された草案で、
特に各地域の状況に関する意見や解説を共有する
よう奨励された。

ABLMは、電子FBL 事業への継続的な支援に言及
し、将来に対する疑問の要求に基づいてABITを援
助する。

Advisory Body Safety Security （ABSS） –
セキュリティ問題諮問部会

議長 : Mr. Niels Beuck 

「最新の ABSS 開発と将来の優先事項に関するレ
ポート」

a.危険物パンフレット
危険物パンフレット第2版は2009年に発行され

た。話題の細かい内容と危険物規制の絶え間ない進
化を考慮して、ABSS は危険物パンフレットの第3
版を発行する事業を引き受けた。議論の結果、パン
フレットは危険物規則の更新に関して2年ごとに更

新されることが決定した。
パンフレットを検討しているABSS作業部会実行

会員のJulio Bollinは、現在の規制の長さを考慮する
と、この事業は難題であり、更新には時間がかかる
可能性があると強調した。彼はまた、将来の利用者
の要求が何であるかを知るために議論を開始した。
今のところ、パンフレットは、危険物管理、国際荷役
調整協会、およびTTクラブによって所見および再
検討された。
次の段階と決定事項：

•  ABSSは、危険物管理、TTクラブ、国際荷役調整
協会との作業部会会議を組織する。

•  ABSSは、将来の更新の時刻表を含む再検討構造
を確立する。

• 2023年第1四半期に発表予定

b.サイバー犯罪防止の最善手段
ABSS議長は、ドイツにおけるサイバー攻撃のい

くつかの数値と、それが運送業者のデータ、財務、お
よび顧客関係に与える悪影響について発表した。サ
イバー犯罪の防止に関する最善活動案内を更新す
ることを目的として、ABSSは法律問題諮問部会お
よび 情報技術諮問部会と協力して取り組んできた。

FIATA会員にとって案内をより便利なものにす
ることを目的として、3つの機関はすでに最初の再
考を行っている。
次のステップと決定事項：

• この事業の新しい時刻表を設定する
•  法律問題諮問部会および 情報技術諮問部会と
の会議を開催し、次の段階について話し合う

c. ICS2（事前貨物情報システム）
ABSS 議長は、この新しい税関の安全と保安の到

着前プログラムと規制体制の実施を補助する欧州
連合の新しい事前貨物情報システムであるICS2の
基礎を提示した。

また、その多くの情報の大部分は、欧州連合委員
会の税制・関税同盟総局と共有している。しかし、
この情報は高度に技術的で把握が難しいことがよ
くある。したがって、ABSSは通関委員会および航
空貨物委員会と緊密に協力して、貨物運送業者が何
が変わり、何をする必要があるかをよりよく理解す
るためのより簡単な指針を提供することを目指し
ている。技術的側面のより良い理解を達成するため
だけでなく、欧州委員会が貨物運送業者の運用上の
特異性を検討するために、ABSS議長は、欧州委員
会が主催する技術会議/研究会でFIATAを代表する
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ABSS委員のSerkan Erenを指名した。その目的は、
会員の意識を高めることであると結論付けられた。
次の段階と決定事項：

• 通関委員会および航空貨物委員会との協調
•  ABSSは、会員がそれに応じて業務を準備できる
ように会員間で共有する書類/連絡事項を作成
する。

d.外部機関 （欧州刑事警察機構/国連薬物犯罪事務
所/国連欧州経済委員会） との協力の可能性に関す
る議論

ジュネーブで開催された前回のFIATA本部会議
では、国連欧州経済委員会や国連薬物犯罪事務所な
どの外部機関と安全と保障に関する最初の対話を行
う機会が得られた。ABSS議長は、この協調をどのよ
うに進めていくかについての議論を開始した。その
目的は、FIATA と外部機関がより良い情報共有手
段について合意できる段階に到達することであり、
これは協調を拡張することによってのみ可能になる。
本部会議に先立って、ABSS は欧州刑事警察機構に
接触することができ、貨物犯罪問題に関する協力分
野について話し合う勢いを維持したいと考えている。
次の段階と決定事項：

•  ABSS は、FIATA世界会議に続いて欧州刑事
警察機構との最初の会議を開催する。

•  ABSSは、危険物輸送の問題と国連欧州経済委員
会との危険物規則の調和について話し合う。

•  ABSS は危険信号の指標を開発し、持ち主不明
の密輸に取り組み、国連薬物犯罪事務所との具
体的な連絡窓口を確立する。

5.その他の事業

ABSSが取り組みたい他の課題としては、上記の
事業が成功した場合には、内部情報の漏えい、安全な
駐車場（より広範な貨物犯罪問題の一部）などであ
る。ABSS議長はまた、より多くの支持、つまり参加
者があればABSSはさらに強力になるだろうと述べ
た。さらに、それぞれの地域から保障と安全の専門
家を紹介するよう提案した。

Advisory Body International Affairs 
（ABIA） –国際関係諮問部会

議長 : Ms. Cynthia Perisic

最新の ABIA の展開と議論の要点、および将来の優
先事項についての報告

a. 世界貿易機関‒貿易円滑化協定の実施とABIAによ
る現在の作業

この実施に関する調査は、より多くの回答を集め
るために、2022年7月に2回目の会議が行われた。
議長は、調査結果を発表し、もっと多くの参加を求め
た。 また、この協定の実施におけるチリ協会の経験
を紹介し、国家貿易円滑化委員会との関係に言及し
た。 彼らは委員会の積極的な会員であり、貨物運送
業者の利益を守るために公共部門と定期的にやり取
りしている。参加者の何人かは、委員会の経験が非
常に肯定的であると思われるインドなど、国内での
経験を共有した。彼らは、委員会の実施と定期的な
参加のおかげで、業務を行う上で大きな進歩を遂げ
ている。一方、たとえばオーストラリアでは、コロナ
以降、あらゆる種類の活動が停止しているため、委員
会への参加に問題があった。しかし、彼らは委員会
内に特定の集団を作り、民間部門に権限を与えて非
常にうまく機能した。

議長はまた、運送業者向けに協定案内を作成する
進行中の事業と、本部で研究会を開催する国際連合
貿易開発会議との暫定的な協力についても発表し
た。
次の段階と決定事項：

•  FIATA本部は、ABIA会員（限定はされない）
から最善活動を収集する。

•  ABIAは、調査結果に基づいた案内に引き続き取
り組む。

b.貨物運送業者にとっての好機としての非関税障壁
議長は、ABIAが参加できる可能性のある課題に

ついての提案を求めた。
非関税措置は、以前のABIA会議で、貿易に大きな

影響を与え、貨物運送業者が付加価値サービスを拡
大する機会を提供するものとして最初に取り上げら
れた。そこで、非関税措置とは何か、また、それが重
要である理由、および円滑化委員会でこの問題に対
処する方法の定義を提供した。

参加者から意見が寄せられた。非関税措置は主に
政府間の働きかけであるため、FIATAの役割は主
に、政府の決定に影響を与える様に支援することで
あり、これは困難な場合がある。最初の段階として、
非関税措置のリストが会員に役立つ可能性がある。
次の段階と決定事項：

• ABIA が 非関税措置のリストを提供

c.気候変動が供給連鎖に与える影響
議長は、ABIAが状況の緊急性を考慮して取り組
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みたいと考えているこの新しい課題を提示した。
スエズ運河の封鎖、韓国と中国の台風による港の

閉鎖、最近では貨物の移動を妨げているパキスタン
の洪水など、供給連鎖に大きな影響を与えた気候変
動の結果と大惨事の例を提供した。業界と貨物運
送業者は、このような状況にどのように備えること
ができるだろうか？次の段階は、欧州連合の炭素国
境調整措置のような規制が施行されるにつれて、運
送業者が炭素排出量を自分で取引したり、顧客への
サービスとして取引したりできるようにすること
です。米国、中国、その他多数の経済圏では現在、炭
素排出関連の規制がある。FIATAは、排出権取引が
どのように機能し、中小規模の輸送業者が将来この
システムに参加できるかを会員が理解できるよう
に支援したいと考えている。
次の段階と決定事項：

• 話題に関する意識を高める
• 企業に地球温暖化防止の選択肢を提供する

5.その他の事業

地域が協力して経験を交換するために、地域ごと
にFIATAロジスティクスの監視点を持つという考
えが提起された。

Advisory Body Information Technology 
（ABIT）–情報技術諮問部会

議長 : Mr. Tej Contractor

議長のMr. Tej Contractorは、前議長のMs. Anne
Sandrettoの素晴らしい仕事に感謝して会議を始め
た。

新 し いABIT チ ー ムMs. Nil Tunasar-副 議 長、
Mr. Lucelia Tinembart ‐ FIATA 本部 ABIT部長、
が議長によって紹介された。

議長は、2022年5月18日に開催された会議の議事
録の承認を求め、議事録は異議なく全会一致で承認
された。

ABITの活動報告

eFBL
eFBL に関する最新情報が提供された。 5月18日

に開始された政策は、現在完全に機能し、すでに8つ
の協会（ブラジル、フランス、トルコ、チリ、ポルトガ
ル、英国、インド、GZS）は、会員にこの新しい政策を
提供するために FIATA と契約を結んだ。 10社の
ソフトウェア提供者がこの政策を実施しており、20

社以上の輸送業者がeFBLの発行を開始するために
準備している。

また、関心のあるすべての協会と個々の輸送業者
に、FIATAに連絡するよう奨励した、FIATAは
eFBLの開始を喜んで支援します。

FIATA会長会 と ABLM は、eFBL の開始を支
援してくれたことに感謝を示した。

運賃支払い
運賃支払いに関する最新情報が提供され、85社が

基準に登録されていることが報告された。
さらに、運賃支払い競技会の勝者が表彰された。

（エジプト、パキスタンおよびトルコの専門家団体）
FIATAが参加した作業部会に関する報告が提供

され、貨物輸送業界の関心が示された。
eCMR（国際道路物品運送条約）の国家登録が間

もなく現実のものとなり、これがすべての人がどの
ように機能するかに影響を与えるため、出席者は自
国の政府と連絡を取る様に勧められた。

ICC DSI（国際商工会議所　デジタル標準化活動）
‒ 主要な取引文書とデータに関する作業部会

FIATA の作業部会への関与が詳細に説明され、
これは、倉庫証券に取り組んでいる小集団を主導
し、船荷証券に取り組んでいる小集団に貢献してい
る。FIATAは、FIATA倉庫証券を標準として促進
する機会を得た。

FIT同盟（将来の国際商取引に関する同盟）
FIT 同盟の範囲について再認識し、最近の活動に

関する最新情報が提供された。FIT同盟は、eBL の
広範な採用を妨げている現在の障害をよりよく理
解するために、eBLの使用に関する調査を実施した。

ABIT の将来の優先事項に関する公開討論

ABIT は、前述の会議で言及された国連欧州経済
委員会および国際商工会議所の作業部会に引き続
き参加し、輸送業者の重要性を主張する。

ABIT は引き続きFIATA会員間でFreight-Pay
の使用を助長し、その使用の促進に取り組む。

ABITが取り組む次の優先事項の1つは、Linkedin
に似た FIATA会員の専門家連絡網基盤の作成で
す。

この基準により、会員は自分の業務に関連する話
題を公表できる。議長は、この特色を主張する提案
と、この新しい事業に取り組む有志を求めた。

ABITが取り組む可能性のあるもう1つの事業は、
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各国で利用可能なすべてのロジスティクス新規企業
を一覧表示するロジスティクス新規企業者名簿であ
る。

炭素排出計算機の話題に関する最新情報が提供さ
れた。このような事業は、すでに炭素排出量計算登
録簿を作成している複合輸送委員会の下の持続可能
なロジスティクスの作業部会によって対処されてお
り、現在、FIATA が会員に顧客のCO2排出調整法
への容易な接触を提供する解決法を提供する可能性
を調査している。この話題に関する報告は、2022年
第4四半期までに複合輸送委員会によって討議され、
2023年のFIATA本部会議でさらに議論される予定
です。

その他の課題と質問

Freight-Payに関する質問ですが、このシステムを
通じて別の銀行への支払いができるかどうかであ
る。

Freight-Payでは、電子財布間での送金が可能であ
ると説明された。

Freight-Payに関する2つ目の質問：基盤を通じて
受け取ったお金を利用者の銀行口座に送金できるか
どうかである。関心のある利用者は、まず現地の規
制を確認して、Freight-Payなどの基盤の使用が自国
で許可されていることを確認する必要があるとした。
許可されている場合、Freight-pay で取引されたお
金は実際に銀行口座に戻すことができる（Freight-
Pay口座からお金を引き出す場合、50ドルの手数料

（および銀行からの潜在的な追加手数料）がかかる）。
すでに銀行口座を持っている輸送業者が、なぜ

Freight-Pay 口座を設定する必要があるのかとい
う疑問が提起された。支払いを希望する会社が
Freight-Pay口座を開設する必要がないように、基盤
で銀行口座への支払いを許可する必要があるという
提案がなされた。

Fright-Payは、最終的には銀行口座に入金される
ため、個別の支払い方法ではないこと、また、銀行振
込よりも迅速に送金できると説明された。

電子FBL に関連する質問です：eFBL決済を介し
て指図式/譲渡可能なBLを発行および転送できるか
どうかである。譲渡可能な電子FBL を、専用の電子
BL供給者を通じて転送することは現在実行可能で
あるが、すべての利害関係者が参加する必要がある
と説明された。次の段階は、基盤間の相互運用性を
可能にすることですが、これは、FIATA がFIT同
盟の一部として、またアラブ銀行と共同で立ち上げ
た概念実証を通じてすでに取り組んでいるものです

（詳細については、FIATA世界会議の発表を参照く
ださい）。

FBLは必ずしも銀行に送金する必要はなく、多く
の場合、輸送会社の代理店に直接送金される。銀行
は、信用状の船積みの場合にのみ関与する。電子
FBL は、最初は貨物輸送業者間の取引に対して機能
し、その後、銀行が関与する取引に広がる。両方の筋
書きが 電子FBLで実現可能であることが説明され
た。

電子FBL決済が譲渡可能な書類に対してどのよう
に機能するかについて、別の質問が提起された。

FBL は国際商工会議所によって承認されている
ため、銀行を通じて承認および譲渡することができ
る。

電子BL供給者（Cargo X や eDox Online など）の
基盤を使用して、譲渡可能な電子FBLを保証し、安全
に転送できる。

電子FBL の所有権がどのように決定されるか、ま
たデジタル世界において複数のコピーが必要かどう
かについて、別の質問が提起された。電子FBLの場
合、書類の一意の表現が、Cargo X や eDox Online
などの基盤に基づくブロックチェーンを介して安全
に転送できるため、複数のコピーを持つ必要はない。

さらなる段階として、PDF の代わりにデータの
みが交換され、このデータは代理店に転送されるだ
けでなく、税関やその他の関係者にも転送される可
能性があり、さまざまな目的で使用されることが指
摘された。

FlexportというFreight-Pay に似た名前の競合基
盤に関する質問が出た。これは FIATA Freight-
Pay 基盤とは異なる基盤であり、FIATA はこの競
合他社の基盤についてさらに調査する予定であると
した。

最後の質問として、電子FBL の制裁対象国での使
用方法についてである。ABIT議長は、参加者に対
し質問メールを送信する際には、ABLM との協議
が必要であることを確認した。

“次年度開催国の決定”

2023年のFIATA世界会議は、ベルギー、ブリュッ
セルで2023年10月3日から6日まで4日間開催される。

2024年はパナマ共和国、パナマ市に決定している
が、2025年はベトナム、ハノイでの開催が決定した。

以上、簡単ですが報告します。
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伝統ある「いそしぎゴルフ会」は今回 63 回を迎え 10/4（火）ホームグラウンドの名門相模カンツリー
倶楽部で初参加 3 名の方を加えた 16 名で開催されました。

コロナ禍の影響で第 61、62 回と 2 回中止となり 3 年振りの開催となりました。
早朝にもかかわらずに参加者全員が予定時間通りスタートの OUT コース 1 番に集合し、石黒会長から

3 年ぶりに開催できたことに感謝のご挨拶を頂戴し、2 年間のブランクを跳ね返す如く熱戦の幕開けとな
りました。

今年も天候に恵まれ参加された皆さんはそれぞれ日ごろ鍛えられた自慢の技術と思い入れ深いゴルフ
クラブを携えグリーンを目指しスタートしていきました。

18 ホールの戦いが終了し、優勝は矢吹氏（矢吹海運）、2 位は岡田氏（第一港運）、3 位は古石氏（トナ
ミ国際物流）ベストグロスは岡田氏（第一港運）と小泉氏（村山商店）の方々が入賞されました。

プレー終了後倶楽部ハウス内のパーティールームにおいて行われた表彰式で、石黒会長から大会に参
加された皆様へ感謝の気持ちを述べられた後に表彰台に上がった 3 名 ( 矢吹氏、岡田氏、古石氏 ) による
スピーチを頂きました。

続いて懇親会となり、初参加の白磯氏（第一港運）、小泉氏（村山商店）、斎藤氏（日本紙運輸倉庫）
から一言頂戴した後は、ゴルフ談義に花が咲き、楽しい一時があっという間に過ぎ、来年第 64 回大会も
コロナに負けずこの名門コースで盛大にプレーできることを祈念し、終了いたしました。

今年ご参加された方々、今回は残念ながら参加を見送られた方々も、来年のご参加を心よりお待ち申
し上げます。

第 63回「いそしぎゴルフ会」
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1　インボイス制度（適格請求書等保存方式）の概要
⑴ 導入の経緯等

インボイス制度は、複数税率に対応した仕入税
額控除の方式であり、売手が買手に対して正確な
適用税率や消費税額等を伝えるために導入され
るものです。

インボイス制度においては、売手は、買手に対
して正確な適用税率や消費税額等を伝えるため
の手段としてインボイスを交付し、買手はインボ
イスを保存して仕入税額控除の適用を受けるこ
とになります。（図1）

⑵ 消費税の仕組み
消費税は消費者が負担することを予定する税

ですが、その消費税について納税をするのは、消
費者に物の販売や、サービスの提供を行った事業
者となります。

納税する消費税額は、売上げに係る消費税額か
ら仕入れに係る消費税額を控除することにより
算出します。この仕入れに係る消費税額を控除す
ることを「仕入税額控除」と言いますが、この「仕
入税額控除」を受けるためには、現行制度では、

「帳簿」と「区分記載請求書」の保存が必要とされ
ています。
⑶　現行の仕組みからの変更点

インボイス制度では、これまでの請求書等に記
載事項を追加していただく必要があります。具体
的には、現行の「区分記載請求書」の記載事項に加

（図 1）インボイス制度の概要

《ご寄稿》
消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）が令和5年10月1日から開始されるにあたり、同日か

ら「適格請求書発行事業者（インボイス事業者）」となるためには令和5年9月30日までに申請を行う必要
があります。

未だ申請をされていない又申請する、しないでお迷いの会員店社の方もおいでになることと思われま
す。

今般、インボイス制度について、国税庁軽減税率・インボイス制度対応室様にお願いし業界向けに制
度の概要他についてご寄稿いただきましたのでご対応いただければ幸甚です。

（広報委員会事務局）

「消費税のインボイス制度の開始について」
国税庁軽減税率・インボイス制度対応室

「令和５年10月１日から消費税の
インボイス制度が開始されます」
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えて、「登録番号」、「適用税率」、「税率ごとに区分
した消費税額」を追加することとなりますが（図
2）、必ずしも新しくインボイスという書類を一か
ら作成しなければならないわけではありません。

この「登録番号」は、税務署長の登録を受けた課
税事業者（インボイス発行事業者）に通知される
ものであるため、現行の区分記載請求書では、消
費税の申告義務が免除されている事業者（免税事
業者）でも発行可能となっていますが、インボイ
ス制度開始後は、免税事業者の方はインボイスを
発行することができないこととなります。免税
事業者の方でも課税事業者になることを選択す
ることで、インボイス発行事業者としての登録を
受けることができます。

2　インボイス制度に対応するための検討事項・
事前準備等
⑴ インボイス発行事業者となるかどうかの判断

インボイス発行事業者となるかは事業者の任
意であるため、売上先がインボイスを必要とす

るか、申告に係る事務負担がどの程度かかるかと
いった観点から検討する必要があります。
⑵ 登録申請手続

インボイス発行事業者の登録を受けようとす
る事業者（登録を受けることができるのは、課税
事業者に限ります。）は、納税地を所轄する税務署
長に登録申請書を提出する必要があります。登
録申請書は、e-Tax又は郵送により提出すること
ができます。

なお、制度開始（令和5年10月1日）からインボイ
ス発行事業者となるための申請手続については、
インボイス制度特設サイトの「申請手続」をご確
認ください。

インボイス制度特設サイト「申請手続」

（図2）区分記載請求書とインボイスの記載事項

（図 3）免税事業者等からの課税仕入れに係る経過措置
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3　売手の留意点
⑴ インボイス発行事業者の義務

インボイス発行事業者には、取引の相手方（課
税事業者に限ります。）の求めに応じて、インボイ
スを交付（データでの提供可能です。）する義務及
び交付したインボイスの写し（※）を保存する義
務があります。

⑵ 留意点
インボイス発行事業者となった場合に、何をイ

ンボイスとするかやその内容を取引先と認識共
有する必要があると考えられます。

4　買手の留意点
継続的な取引については、仕入先がインボイス

発行事業者の登録を受けるか事前に確認し、何を
インボイスとするかについて、仕入先との間で認
識を統一しておくことが考えられます。

また、免税事業者や消費者など、インボイス発
行事業者以外の者から行った課税仕入れは、原則
として仕入税額控除の適用を受けることができ
ず（制度開始後6年間の経過措置があります。「5　
免税事業者との取引」参照。）、仕入税額控除の適
用を受けるためには、一定の事項が記載された帳
簿とインボイスの保存が必要となります。

5　免税事業者との取引
インボイス制度の下では、消費者や免税事業者

又は登録を受けていない課税事業者といったイ
ンボイス発行事業者以外の者からの課税仕入れ
については、仕入税額控除のために保存が必要な
請求書等の交付を受けることができないことか
ら、原則、仕入税額控除を行うことができません。

ただし、インボイス制度開始から一定期間は、
インボイス発行事業者以外の者からの課税仕入
れであっても、仕入税額相当額の一定割合を仕入
税額とみなして控除できる経過措置が設けられ
ています。（図3）

なお、令和5年度税制改正の大綱が令和4年12月
23日に閣議決定されました。当該大綱において、
インボイス制度に係る改正（案）も掲げられてお
ります。

詳しくは、財務省ホームページの特設サイトを
ご覧ください。

《財務省》

【参考】国税庁ではインボイス制度に関する特設
サイトを設け、各種資料を掲載していますのでご
活用ください。
（インボイス制度特設サイト・相談窓口）

国税庁ホームページのインボイス制度特設サ
イトでは、
①インボイスコールセンター
（インボイス制度に関する一般的(※)なご質
問やご相談）
0120-205-553（9:00~17:00　土日祝除く）

※ 個別相談（関係書類等により具体的な事実
等を確認する必要のある相談）を希望される
方は所轄の税務署への電話（音声ガイダンス

「2」を選択）により、面接日時等をご予約くだ
さい。
②インボイス制度に関する税務相談チャット
ボット
③説明会の開催案内
④インボイス制度について解説した動画（国税
庁動画チャンネル）
⑤インボイス制度に関する取扱通達やQ&A
などを掲載しています。

特設サイト

※本文は令和4年12月時点の法令等に基づき記載
しています。
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SDGsについて、皆さんよく見たり聞いたりして
いると思います。また最近では小学校の授業で
取り上げられることもあるそうです。

今般「みなとSDGsパートナー登録制度」が2022
年6月に国土交通省により創設され、同9月に第1
回の登録者88者に登録証が交付されました。

当社も登録することが出来ました。今回、当社
での取り組みについて、ご紹介させていただきま
す。

SDGs
SDGs（Sustainable Development Goals:持続可

能な開発目標）について、ご存知だと思いますが
改めて説明しますと、2015年に国連本部におい
て採択された「我々の世界を変革する:持続可能
な開発のための2030アジェンダ」の中核文書であ
り、17のゴールと169のターゲット等から構成さ
れています。先進国・途上国を問わず、2030年
のSDGs達成に向けて「経済、社会、環境」の三側面
から統合的な取り組みとして推進することが求
められています。

登録申請の背景
当社が登録を申請した背景には、制度の目的と

して事業活動とSDGsの関連性について身近な所
から「気づく」こと、取り組みを「見える化」するこ
とにより、港湾関係の魅力向上と持続的な発展に
繋がることがあり、以下のようなメリットもあり
ます。

・登録証の交付、ロゴマークの使用許可　
・人材確保・育成、従業員のモチベーションアップ
・ 国土交通省港湾局ホームページで事業者の取

り組みを紹介
・会社のブランディング・イメージ向上

重点的な取組項目
登録には重点的な取り組みとして、環境・社会・

経済の3側面の取り組みが必要となります。当社
では、以下の3項目を登録しましたのでご紹介し
ます。尚、登録内容は、国土交通省港湾局のホー
ムページにも公開されております。

①  輸入コンテナをラウンドユースし、輸出コン
テナに活用することを推進し、温室効果ガス
排出量を削減する。（側面:環境・経済）

⇒ コンテナラウンドユースについては、当社は
2001年より開始しており、ISO14001規格で
の活動、グリーン物流として、取り扱い荷主
の拡大、内陸デポの活用等を行って来まし
た。2030年に向けて、年間505t-CO2削減に取
り組んでいます。

②  IT化、合理化により、女性・高齢者・外国人・
障がい者等の多様な人材の活躍と生産性向
上を図る。（側面：社会・経済）

⇒ 外国人材の面で内陸の梱包工場では、技能実
習制度の活用を行っており、タイ、インドネ
シアから現在約50名の実習生が在籍してお
ります。中には、最長5年間の実習を希望す

みなとSDGsパートナー登録への
取り組みについて

岡本物流株式会社
コーポレート部
AEO総括管理・安全衛生環境グループ

主査　佐藤　洋一
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る者や他社で実習した転籍者もいます。現
状43%の比率を50%にします。

③  コロナ禍におけるテレワークを永続的に実
施することで、誰もが安心して働ける環境を
整え、経済成長を促すように取り組んでい
く。また、通勤不要の為CO2削減にもつなが
る。（側面：環境・社会・経済）

⇒ 通関ではテレワークの場合、自宅で申告書類
作成から通関士審査への受け渡し、通関士に
よる申告がネットナックスで可能となって
います。また許可書についても営業担当に
自動的に配信出来るようになっており、在社
率50%を目指しています。

最後に
昨今の燃料費の高騰、節電要請、人材不足、働き

方改革、生産性の向上等々のとりまく環境から
も、SDGsへの注目が高まっており、本登録制度は、
取り組みの「きっかけ」になる制度と言えると思
います。

SDGsの取り組みは始まったばかりですが、より
ブラッシュアップして持続的に取り組んで行こ
うと考えております。

皆さんのご参考になれば幸いです。

登録ロゴマーク
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皆様、こんにちは。事務局の横山です。
2022 年は横浜みなとみらい地区施設のリニューアルラッシュとなりました。今回はその一部である「横浜赤

レンガ倉庫」と「横浜マリンタワー」を取材して参りましたので、ご紹介いたします。横浜で過ごすひとつの
楽しみとして参考にしていただければ幸いです。

・横浜赤レンガ倉庫

横浜赤レンガ倉庫は、文化・商業施設として開業し
てから初めてのリニューアルを経て、12 月上旬にリ
ニューアルオープンしました。全国初出店の店舗や、
横浜ゆかりの企業・老舗の新業態が登場、さらに、サ
ステナブルな商品を通じて、SDGs や地球環境について
考え学ぶことのできるコンセプトストアなど、気にな
るお店が沢山出店していました。

また、取材当日はクリスマスマーケット開催中とい
うこともあり、大変混雑していましたが、わりと空い
ているスポットがありました。それは幸せの鐘で有名
な 2 階のバルコニーエリアです。ソファ席が増設され、
ゆっくりとみなとみらいの景色が楽しめました。

さらに横浜赤レンガ倉庫の歴史を振り返る展示コー
ナーも新設されていました。倉庫として使用されてい
た時代から文化・商業施設として親しまれるようになっ
た現在までの歴史や、外観・内観の時代ごとの変化、
建物に残されていた歴史的な遺物などを、デジタルサ
イネージのスライドショーで観覧できます。

取材後は大好きな崎陽軒のお弁当を購入し、横浜赤
レンガ倉庫を後にしました。崎陽軒でもリニューアル
にあわせて新メニューが登場し、既存店も含め施設全
体で新しい横浜赤レンガ倉庫を楽しめるよう工夫され
ていました。

横浜港新名所案内 〜 Ver.2 〜
京浜海運貨物取扱同業会　事務局

"一点モノ "の雑貨や文具などを販売

2号館 2階「バルコニー入口」

1号館 1階「歴史展示スペース」
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・横浜マリンタワー

横浜・山下公園通りに位置する横浜マリンタワー
は、2019 年より一時休館していましたが、2022 年
9 月にリニューアルオープンしました。今回のリ
ニューアルは “Nature & Future” をコンセプトに、
アートを楽しめる空間やコミュニティラウンジな
どが新設されました。

外の「オープン広場」にある緑化された外壁に
は、季節ごとの花が入り混じる形で植えられてお
り、季節によって違った表情を見せてくれるそう
です。撮影当日も、壁面の前で写真を撮っている
人で賑わっていました。

今後オープン広場ではキッチンカーやマルシェ
など様々なイベントが開催予定とのことです。

1 階で大きく変わったポイントはレストラン。
ハワイのカジュアルレストラン「エッグスンシン
グス」、隣にはハワイアンショップ「メネフネコレ
クション」が出店。こちらにはフードスタンドも
併設されており、ローカルフードのマナプア（ハ
ワイの肉まん）やチーズティーなどもいただけま
す。テイクアウトして山下公園でゆっくりといた
だくのも良いですね。

また、水町通り沿いにはバー「MIZUMACHI」
もオープン。横浜マリンタワー改修工事前に大
人の憩いの場として 10 年間愛されてきた「bar
mizumachi」がブラッシュアップし、リニューア
ルにあわせて新たに開店しました。

2 階も大幅にリニューアルしました。横浜にゆか
りのあるアート作品や写真集、CD などを揃えたラ
イブラリーや、グランドピアノやセレクト家具を配
置したコミュニティラウンジが新設されていまし
た。ギャラリーの展示内容は定期的に変わるため、
いつ訪れても楽しめそうです。このフロアは入場無
料となっているため気軽に利用できますね。

今回展望エリアには行けませんでしたが、夜に
は映像作品と夜景を重ね合わせた「メディアアー
トギャラリー」が鑑賞できるそうで、日中とは違
う魅力を感じられるのではないでしょうか。約 3
年半のときを経て、これまでとは違う視点で楽し
めるスポットに生まれ変わった「横浜マリンタ
ワー」。お出かけスポットの候補にぜひ。

1 階は天井が高く開放的な雰囲気

2階「コミュニティラウンジ」

2階「旅のライブラリー」コーナー
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2022年7～12月

 運輸・物流政策 
脱炭素化推進など港湾法一部改正法は16日に
施行（22-12-12）

政府は 9 日、港湾の脱炭素化を推進するためな
どに 11 月に公布した「港湾法の一部を改正する
法律」の施行日を 12 月 16 日とする政令と、同
法施行に伴う関係政令の整備に関する政令を閣
議決定した。同法はエネルギーや産業構造の円
滑な転換に必要な、港湾の脱炭素化の取り組み
を官民連携で推進するための仕組みを整備する
とともに、パンデミックや災害時における港湾
機能の確実な維持や、民間活力を活用した港湾
空間の形成を図るための措置などを講じる内容。
港湾における脱炭素化の推進では、国が定める港
湾の開発などに関する基本方針に、脱炭素化に関
する事項を明記するとともに、港湾法の適用を受
ける港湾施設に、船舶に水素などの動力源を補給
する施設を追加、脱炭素化の取り組みを推進す
るための枠組みとして「港湾脱炭素化推進計画」

「港湾脱炭素化推進協議会」制度を創設する。ま
た水素関連産業の集積など、計画の実現のため
に港湾管理者が定める区域内での構築物の用途
規制を柔軟に設定できる特例などを措置した。

国交省　国際物流の多元化・強靱化に向け実
証輸送公募（22-12-21）

国土交通省では、国際物流の多元化・強靱化
を図る観点から、従来の輸送手段・ルートを代
替または補完する輸送手段・ルートについて実
証輸送し、輸送コスト、リードタイム、輸送品
質、輸送の際の手続き、トレーサビリティなど、
その有効性を検証する。同省では、　ウクライナ
情勢の影響や欧州港湾におけるストライキの頻
発に加え、新型コロナウイルスの感染拡大によ
る物流機能の停滞、北米港湾における海上コン
テナ輸送の混乱や労使交渉の先行きに引き続き
懸念があるなど、国際的なサプライチェーンの
混乱に対応する必要がある。今回の実証輸送で、
新たな代替・補完ルートを検証するもので、同

輸送への参加事業者と対象とする輸送手段・ルー
トなどについて、20 日から 23 年 2 月 28 日まで
の期間に公募する。対象事業者は日系荷主企業
と日系物流事業者などで、23年3～7月の期間に、
日本と欧州または米国の間で、両地域の都市を
発地または着地とするもので、従来の輸送手段・
ルートを補完するものを対象とする。

国交省、港湾の入出港手続きの見える化と調
査・統計電子化を新潟など4港で（22-12-28）

国土交通省は、23 年 1 月 5 日から 2 月 28 日に
かけて、港湾に関する行政手続きや調査・統計
業務の効率化を図る情報システムである、サイ
バーポート（港湾管理分野）を新潟港、御前崎港、
和歌山下津港、広島港の 4 港湾で実証、今後の社
会実装に向けた課題を抽出する。実証内容は入
出港手続きの見える化と調査・統計の電子化の 2
点。入出港手続きの見える化については、輸出入・
港湾関連情報処理システム（NACCS）の改修で
追加する新機能（バースウィンドウ）を活用した、
入出港手続きを試行する。港湾管理者 4 者と事業
者 14 者が参加する。一方、調査・統計の電子化は、
サイバーポート（調査・統計）を活用した、港
湾統計に係る事業者の調査票作成と都道府県（港
湾管理者）による集計表作成を試行するもので、
港湾管理者 4 者、事業者 54 者が参加する。港湾
管理者に関連する行政手続き、調査・統計業務は、
現在、その一部が紙、電話、メールなどで取り扱
い、作業の重複が発生している。一連の業務行程
を電子化し、入出港手続情報を調査・統計に活用
することで、関係者の作業負担の軽減、業務の効
率化等を図り、統計の品質改善にも資する情報
システムとして、サイバーポート（港湾管理分野）
の構築を進めている。

 海外運輸規制 
WSCなどコンテナ船による薬物密輸を税関当
局との連携強化で防止（22-07-04）

世界海運評議会（WSC）と国連薬物犯罪事務
所（UNODC）、世界税関機構（WCO）の 3 者が
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共同して推進する Container Control Programme
（CCP）の会合が 6 月上旬、違法薬物の密輸摘発
を強化することを目的に開催され、外航定期船
業界と税関当局間の関係を緊密にし、摘発強化
を図ることになった。UNODC によると世界の
2021 年の薬物使用者は約 2 億 7,500 万人で、3,600
万人以上が薬物障害となり、新型コロナウィル
ス（COVID-19）の感染拡大により、出荷量と陸路、
海路による密輸が増加している。会議にはエク
アドル、パナマ、ベルギー、蘭、英、仏、独、伊、
スペイン、ポルトガル、マルタ、トルコ、印、豪、
NZ、加、米国の税関当局が参加し、麻薬密輸組
織による定期コンテナ船サービスを悪用した麻
薬密輸の実態について情報提供し、WSC と情報
提供ラインの構築することで確認、コンテナ輸
送データの透明性を高める必要性や税関当局と
船社による共同訓練の実施、当局や船社内に浸
透した犯罪者の特定と掃討の必要性を確認した。

FIATA、公平性確保や独禁法適用免除の見直
しなど要請（22-07-05）

国 際 フ レ イ ト フ ォ ワ ー ダ ー ズ 協 会 連 合
（FIATA）は 6 月 30 日、「海運市場にバランスと
公平性を求める」と題した声明を発表、船社の
記録的な利益を脱炭素投資に回すことや独禁法
免除の見直しなど船社への規制措置を各所に要
請した。同声明では、冒頭で東西航路は大手船
社の寡占状態でフォワーダーのサービスが制限、
さらに船社への独禁法免除は現在の経済状況で
は自由な市場競争を妨げ消費者に悪影響を及ぼ
していると指摘し、船社への政策的措置として、

（1）投資を垂直統合でなく脱炭素へ、（2）新た
な経済環境に適合した海運業界への措置、（3）
カーボンオフセットへのインセンティブ、（4）物
流・輸送業界向けデータ憲章の開発、（5）サプ
ライチェーン全関係者がグローバルで協働する
プラットフォームの確立、の 5 点を要請している。

（1）では、コンテナ船社の今年の税引き前利益
が 3,000 億ドルを超すとの予測を挙げ、独禁法免
除などの保護環境で生み出されたこの莫大な利
益が海運以外の物流などロジスティクスチェー
ン全体を支配する垂直統合に向けられていると

批判、投資は脱炭素化にまわすべきとして、これ
を促進する措置を政府や関係組織に求めた。（2）
では、独禁法免除と船腹共有協定（VSA）はサ
プライチェーン効率化と最適化を促進するため
に認められているが、現在、船社に対する独禁
法の免除が荷役、物流、関連サービスなど Port 
to Port の活動以外で使用される可能性があると
して、独禁法の免除の見直しを要請、許可制が
適切と訴えた。

 通関 
パキスタン向け貨物、8ケタのHS Code記載
（22-07-05）

Ocean Network Express の情報によると、パ
キスタン税関の規定により同国向け貨物の B/L

（船荷証券）に記載する HS Code の桁数が従来の
6ケタから8ケタとなった。これによりONEでは、
BL Instrution に 8 ケタの HS Code の記載を求め
ており、情報が正しくない場合は、現地で貨物
の通関・引き渡しに支障をきたす可能性がある
ことから、注意を呼び掛けている。

韓米が6年ぶり税関長官会議　積み荷リスト交
換で基本合意（22-08-12）

韓国税関庁（KSC）のユン・デシク長官は 8 月
初旬に訪米し、ワシントン D.C. で米税関国境警
備局（CBP）のクリス・マグナス長官と第 17 回
米韓税関長官会議を開催した（写真）。韓米自由
貿易協定（韓米 FTA）が発効して 10 周年を迎
えたのを機に、2016 年以来、6 年ぶりに開催した
もの。会議では、両国間の貿易拡大、貿易の円
滑化とサプライチェーンのセキュリティ、水際
での社会悪物品の侵入阻止などを巡り意見交換
し、（1）米韓 FTA の成果と活用向上策（2）米
韓リスク管理協議会の新設によるリスク管理の
協力強化（3）CBP によるテロ対策プログラム「コ
ンテナ・セキュリティー・イニシアチブ（CSI）」
関連の協力（4）通関問題の解消のための協力チャ
ネル新設などについて議論し、両国の税関当局は
米韓 FTA による過去 10 年間で両国間の貿易量
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が大幅に増加したことを評価、国境通過貨物のリ
スク管理能力のための米韓間を往来する船舶の
積み荷リストの電子データ交換を推進していく
ことで基本合意、今後、米韓リスク管理協議会
を設立、定期的に会合し、情報交換の範囲、方法、
実施時期などの詳細を詰めていくことになった。

日・タイのAEO MRAが1日発効、税関の審
査・検査が軽減（22-09-01）

財務省関税局とタイ税関局（Thai Customs 
Dept.）が今年 4 月 5 日に署名した AEO 相互承
認取決め（MRA）が 9 月 1 日から発効、日本の
AEO（認定事業者）は、輸出者の貨物がタイで
輸入される場合に、当該貨物に対する審査・検
査が軽減される一方、タイの AEO 輸出者の貨物
が日本で輸入される場合に、当該貨物に対する
審査・検査が軽減される。関税局によると、日
本の AEO 輸出者は、「日タイ相互承認用コード」
を各税関の AEO 制度担当に確認、「日タイ相互
承認用コード」および「特定輸出者一覧」上の
英文をタイの取引相手に知らせ、タイの輸入者
がそのコードをタイでの輸入手続の際に入力す
ることで、タイでの輸入手続きで、相互承認の
ベネフィットを受けることができ、タイの輸入
手続きで、適切な仕出人名を入力しない場合、
ベネフィットが受けられない可能性があるため、
注意を促している。一方、タイの AEO 輸出者と
取引を行う日本の輸入者は、タイの AEO 輸出者
が保有する 10 桁のコードを相手方に確認し、10
桁のコードを 12 桁に変換、NACCS の仕出人コー
ド欄に入力することで、相互承認のベネフィッ
トを受けることができる。

関税局が早期にASEAN諸国とのe-CO交換目
指す（22-10-13）

財務省の関税局・税関では、貿易に関連した
ビジネス環境整備を目的に、2021 年からタイ、
インドネシア、ASEAN との間で輸出入国間の
EPA（経済連携協定）の原産地証明書（CO）のデー
タ交換（e-CO）を実現するための協議を関係各
省などと連携しながら進めており、相手国との間
でデータ項目に必要な項目やシステムの接続方
法について協議を進め、必要な検証を経て早期の
データ交換開始を目指している。日本が締結して
いる EPA の原産地証明手続きは、自己申告制度
を導入済みの一部 EPA を除き、第三者証明制度

を採用しているが、紙原本の郵送によるリードタ
イムへの影響が課題となっている。これに対し、
産業界から EPA の利用が多い ASEAN 各国の税
関当局における CO の PDF による受理、CO の
データ交換への期待が高まっていることや、CO
データ交換は PDF による受理よりもさらに迅速
なやり取りが可能であることや CO の真正性が確
保され、ASEAN 域内国間においては CO データ
交換実施済みなどのことから、データ交換に必
要な項目や接続方法について国内の関係省など
とも協議を進め、必要な検証を経て早期のデー
タ交換開始を目指している。

水産流通適正化法施行でアワビなど輸出時に
要適用漁獲証明書（22-12-02）

日本で 20 年 12 月 11 日に公布した「特定水産
動植物等の国内流通の適正化等に関する法律」

（水産流通適正化法）が 12 月 1 日に施行、日本
貿易振興機構（ジェトロ）によると、日本から「特
定第一種水産動植物等」を輸出する場合は、輸出
通関時に適法漁獲など証明書の添付が必要にな
る。特定第一種水産動植物の指定魚種は「アワビ」

「ナマコ」「ウナギの稚魚（全長 13 センチ以下の
ウナギ、シラスウナギ）」で、うちシラスウナギ
については 2025 年から適用となる。指定魚種の
HS コードは、「水産流通適正化法第 10 条に基づ
く適法漁獲等証明書の交付等に関する取扱要領
PDFファイル」の別紙1で確認ができる。さらに、
特定第一種水産動植物を主な原材料として製造・
加工し、当該水産動植物のうちいずれかの含有量
が全重量の 50％以上の加工品も対象になる。貨
物が個人用に該当する場合（個人的使用で売買
の対象とならない程度の量の貨物に該当する場
合）、無償サンプルに該当する場合、無償の救じゅ
つ品（救援物資）として輸出するものである場
合は、適法漁獲等証明書の添付は不要。

 港運・ターミナル 
近促協・22年上期統計、全64港外貿コンテ
ナ個数は5大港増で微増の890.5万TEU　
（22-12-16）

港湾近代化促進協議会がとりまとめた 22 年上
期（1 ～ 6 月）累計の日本全国 64 港の外貿コン
テナ取扱個数（輸出入・実入り・空合計）は、
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主要港がけん引した結果、前年同期比 0.3％増の
890 万 4,639TEU と微増だった。このうち 5 大港

（東京、横浜、名古屋、大阪、神戸）は 2.9％増
の 692 万 8,311TEU、準主要港 7 港（清水、四日
市、北九州、千葉、川崎、下関、博多）は 4.0％
減の 102 万 4,636TEU、12 港合計が 2.0％増の
795 万 2,947TEU、その他 52 港は 12.1％減の 95
万 1,692TEU と大幅減となり、5 大港のみが増加
した結果となった。

上期の取扱個数のうち輸出実入りコンテナは
64 港合計が 3.5％減の 269 万 7,226TEU、うち 5
大港が 3.0％減の 209 万 7,499TEU、準主要 7 港
が 1.3％減の 33 万 4,241TEU、12 港合計が 2.8％
減の 243 万 1,740TEU、その他 52 港が 9.4％減の
26 万 5,486TEU だった。また輸入実入りコンテ
ナは、64 港合計が 0.1％減の 421 万 9,191TEU、
うち 5 大港が 2.8％増の 333 万 5,110TEU、準主
要 7 港が 5.0％減の 46 万 6,392TEU、12 港合計
が 1.8％増の 380 万 1,502TEU、その他 52 港が
14.3％減の 41 万 7,689TEU だった。

関東地整局が10月末の実証実験で横浜港シェ
ア研開催（22-10-05）

関東地方整備局は、11 日に第 6 回横浜港シェ
アリングエコノミー研究会を開催、10 月末から
予定している第 2 回シェアリング実証実験の内容
や予約システムの使用方法を確認するとともに、
実証実験における効果分析内容などについて検
討する。同局は、国際コンテナ戦略港湾京浜港の
国際競争力強化を図るため、コンテナ輸送の効率
化、生産性向上に向けた取り組みを推進、その一
環として、コンテナターミナル周辺の混雑やド
ライバー不足など、ドレージ環境が悪化する中、
シャーシの位置情報を活用しつつシェアリング
することで、シャーシ運用の効率性向上や、走
行距離の削減、コンテナターミナル周辺の混雑
解消など、輸送の効率化と陸運事業者の業務軽
減などの生産性向上を通じて、横浜港の国際競
争力強化に寄与することを目的とし、各関係者・
関係行政機関などによる「横浜港シェアリングエ
コノミー研究会」を設置し、ICTを活用したシャー
シシェアリングのあり方について検討を続けて
きている。

 IT/ システム / スマートポート 
DCSAがeBLプラットフォームの相互運用性
を実証（22-07-20）

コンテナ船業界の DX・標準化促進団体、
Digital Container Shipping Association（DCSA、
本部・蘭アムステルダム）はこのほど、電子船
荷証券（eBL）プラットフォーム（PF）の相互
運用性の概念実証フェーズ 2 を開始すると発表
した。国際 P&I グループ（IG P&I）承認済みの
eBL プロバイダー 4 社（CargoX、EdoxOnline、
essDOCS、WAVE BL）と連携して実施するも
ので、各社が DCSA の eBL の相互運用標準を実
装し、実際の輸送を反映したデータを使い BL ラ
イフサイクル全体で相互運用性をテスト、参加
する eBL PF 間での完全な技術的相互運用性を実
証する。フェーズ 1 は船社 7 社と ExxonMobil、
eBL プロバイダー 4 社が参加し今年 5 月に完了、
フェーズ 2 は今年末までの正式完了の予定。これ
により荷送人と実荷主（BCO）は、異なる eBL 
PF を使用する船社、金融機関、その他関係者と
データ交換する機能を維持しながら、サービス
レベルや機能に基づき eBL プロバイダーを選択
できるようになる。DCSA では異なる PF 間での
eBL 転送を可能にするための法的枠組みの対処
にも取り組む。

PSA、横持ち業者のDX促進のAPI（22-07-26）

PSA（シンガポール）は 25 日、シンガポール
で横持ち業界の DX・デジタル統合を促進する 50
以上の API を開発、導入したと発表した。横持
ち業者ごとに異なるシステムを PSA の Portnet
を通じデジタルで接続、港湾ドキュメンテーショ
ンを含む情報共有とプロセスの円滑化を実現し
たもので、PSA は主要利害関係者と協働、21 年
の稼働以来コンテナ10万本以上をAPIで処理し、
好意的なフィードバックを得ている。Portnet は
港湾、海運、物流プロセスのリアルタイムかつ詳
細な情報を提供する全国的な B2B 港湾コミュニ
ケーションソリューションで、横持ち業界の情
報共有と作業プロセスの自動化に寄与、SCM を
通じた貨物移動の効率性、安定性、タイムリーさ、
透明性を向上する。
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トレードワルツ、日本/タイ/シンガポール/豪
州/NZで連携（22-11-21）

貿易情報連携プラットフォーム（貿易 PF）
TradeWaltz を運営するトレードワルツは 18 日、
日本・タイ・シンガポール・豪州・ニュージー
ランドの5カ国貿易PF間のシステム接続に成功、
タイとの連携ではユーザーを交え、実取引データ
を用いた構造化データ連携実証に成功したと発
表した。ブロックチェーン技術をベースに、業
界横断型の B2B プラットフォームを 5 カ国で一
気に連携したのは世界で初めて。同事業は昨年
APEC2021 ニュージーランド大会で発表、今年 4
月には経済産業省「インド太平洋サプライチェー
ン強靭化事業」として採択、1 年間の開発を進め
てきた。日本の TradeWaltz、タイの NDTP、シ
ンガポールの NTP、豪州・NZ の TradeWindow
の連携を実証し、18 日時点でタイの NDTP とは
相手国の貿易手続きにそのまま流用できる数量、
到着地といった構造化データのレベルで連携、シ
ンガポールの NTP、豪州・NZ の TradeWindow
とは PDF に多少項目を追加した簡易データレベ
ルで API 接続に成功し、貿易 PF 間で電子情報
のやりとりをシステムテストで確認、5 カ国間で
の接続に成功した。このうちタイとは 9 月 20 ～
22 日に豊田通商 / 豊田通商タイランド、三菱商
事 / タイ水産加工会社 Unicord、三菱商事プラス
チック / タイ国営石油会社の化学品子会社であ
る PTTGC の合計 6 社の実証ユーザーが実際に
画面操作し、Purchase Order、Invoice、Packing 
List など貿易書類の構造化データを貿易 PF 間で
授受する連携実証を行い、60% 以上の作業時間
を短縮したほか、商工会議所発行の電子原産地
証明書（eCO）を PDF 化し PF 連携に添付して
送付、タイの NDTP に連携できた。これにより
NDTP で eCO 受け取り、NDTP とタイ税関の連
携が実現すると eCO がタイに一気通貫で連携で
きるようになる。このほか、CO2 排出量（トン
キロ）を算出し GHG 排出量算定・可視化サービ
ス「zeroboard」でダッシュボード表示する実証
も行った。

TradeLensが競争激化で荷主らへ利用広がら
ず23年1Q末でサービス終了（22-12-01）

A.P.Moller-Maersk（デンマーク）と IBM（米）

は 11 月 29 日、ブロックチェーンによる国際物流
プラットフォーム、TradeLens の提供を終了す
ると発表した。TradeLens は両社が 2018 年に共
同で開発した、ブロックチェーン技術を活用し
た、貿易手続きの効率化と安全強化を実現するた
めのデジタルプラットフォームで、世界海運シェ
ア3分の2以上をカバーする大手船社を含む1,000
以上の組織が参画、大手貿易金融銀行と統合し、
コンテナ 5,500 万本以上の出荷、2,500 万以上の
公開ドキュメントを追跡している。

両社は今後 TradeLens はプラットフォーム
のサービス休止のための措置に着手し 2023 年
第 1 四半期末までにサービスを閉鎖するとして
いる。閉鎖の理由について Maersk の代表者は、

「TradeLens は、開かれた業界プラットフォー
ムとしてグローバル サプライ チェーンのデジ
タル化を目指して開発を進めてきたが、グロー
バルな業界のコラボレーションが達成できない
状況下で、経済的な実現性、継続性を維持でき
るレベルに達しなかったと説明している。米国
の物流メディアは、TradeLens の挫折は、他
者が Maersk 主導によるプラットフォームが自
社の顧客データへのアクセスすることを懸念し
たことや、ブロックチェーンに対する理解が浸
透しなかったこと、競合するプラットフォーム
間の競争により収益力のあるビジネスモデルに
ならなかったことにあると指摘している。また
TradeLens は MSC（スイス）や CMA CGM（仏）、
Hapag-Lloyd などの競合船社の取り込みには成功
したものの、荷主やフォワーダー、NVOCC な
どの参画は伸び悩み、普及が進まなかったとい
う。その最大の理由は間接的に Maersk 傘下のプ
ラットフォームへ自社の顧客、貨物情報を共有
することへの抵抗、懸念が最後まで払拭できな
かったことだと指摘している。また IT専門家は、
TradeLens の終了により、業界はブロックチェー
ンが本当に物流の円滑化に適した技術かどうか
再検討を強いられるだろうと指摘している。

NTTデータ/実証実験参加　サプライチェーン
全体のCO2排出量可視化目指す（22-12-12）

NTT データは 9 日、電子情報技術産業協会
（JEITA）が事務局を務める「Green x Digital 
コンソーシアム」の実証実験に参加、サプライ
チェーン全体で CO2 排出量を見える化するため
のルール作りを目指す。実証実験にはグリーン
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関連ソリューションの提供企業やユーザー企業
35 社が参加し、CO2 排出量データを異なるアプ
リケーション間で交換して、交換ルールやデー
タフォーマットの課題を検討する。NTT データ
は、CO2 排出量データを管理するアプリケーショ
ンを提供し、ソリューション提供側の立場でデー
タ交換を検証するほか、ユーザー側の立場でルー
ルの実効性や課題などを検証する。NTT データ
はこれまで、CO2 排出量の見える化、データ主
権を保護できるグローバルデータ連携基盤の検
討、非営利団体「ESTAINIUM」の設立、EV バッ
テリーに関する業界横断エコシステムの構築と
いったさまざまな活動を通して、脱炭素に向け
たデータ活用に取り組んできている。同実証実
験への参加を通じて、国内のルール作成や標準
化に一層取り組み、カーボンニュートラル社会
の実現に貢献していく方針だ。

 海運 
S＆P Global Platts、北米東岸／西岸スポッ
ト運賃の差額が2,000ドルに縮小（22-07-05）

米調査会社 S ＆ P Global Platts がピークシー
ズン前にまとめた今年第 2 四半期（4 ～ 6 月）の
北アジアから米国向けスポット運賃動向による
と、西岸向けスポット運賃は期初から 10% 下落、
この結果、6 月 30 日時点の東岸／西岸の差額は
2,500 ドル／ FEU で期初（4 月 11 日）の 4,500 ド
ル／ FEU から 2,000 ドル縮小、21 年平均の 1,229
ドルに比べると依然大きいものの、差は縮小傾向
にある。太平洋航路では西岸港の混雑と労使紛争
を警戒した荷主が東岸へのシフトを継続、2Q を
通じ東岸向け運賃は西岸向けに比べ緩やかな下
落にとどまり差額が減少したもの。7 月の東岸港
の週当たり寄港数は今年通年の平均に比べ 44%
増となる予定で、東岸向け需要は増加している。

ITFが指摘、現・競争規制が海上運賃上昇、混
乱を助長（22-07-14）

OECD（経済協力開発機構）の ITF（国際交
通フォーラム）は 12 日に公表したレポート「海
事ロジスティクスのパフォーマンス」で、現在
の定期船社に対する規制はアライアンスやコン
ソーシアムを支援、運賃の上昇とサプライチェー
ンの混乱を助長しているとして、世界の競争当

局に対し船社への監視強化、船腹共同管理の見
直しなどを求めた。同レポートは 2020 年以来の
コンテナ海運の混乱について評価し原因と影響
を分析したもの。ITF は米国需要急増にともな
う太平洋航路への転配で欧州航路の運賃が上昇、
南米・アフリカ航路のダイレクトサービスが減少
するなど、グローバル船社の船腹共同管理により
地域の問題や規制介入が容易にグローバルな問
題に波及すると指摘、00 年代以降、船社への規
制は運賃共同設定の許可から船腹共同管理の許
可にシフトしたが、価格競争の末に規模の経済、
大型船、船社の統合が起こり結果的に競争が低
下、現在の規制では運賃、消費者物価の上昇に
つながる可能性があり、スポット市場高騰のあ
おりは中小荷主が受けていると言及した。その
うえで、競争・規制当局に対し、アライアンス、
コンソーシアムの航路からの共同撤退は事前同
意を求めること、他のアライアンス船社とのコン
ソーシアム形成を制限、メンバーの合計市場シェ
アが一定以上になった場合は解散を求めるなど
といった措置を提案した。

EUコンソーシアム規則に独競争当局が延長
反対　適用除外の見直しまたは段階的廃止を
（22-10-12）

ドイツの競争規制当局、ドイツ連邦カルテル
庁（Bundesartellamt）は先週、欧州委員会に対
しコンテナ船社コンソーシアムの EU 競争法から
の一括適用除外規則（CBER）の体系的な見直し
もしくは段階的な廃止を求める文書を提出した。
EU では現行の CBER が 24 年 4 月 25 日に失効を
予定し、これを前に欧州委競争総局が 8 月 9 日
～ 10 月 3 日に関係者から意見を募集、船社・船
主側の延長の主張に対し荷主・フォワーダーは見
直しを求めているが、独競争当局も CBER の延
長反対を表明したもの。同文書でドイツ連邦カ
ルテル庁は「ここ数年で業界の集中が進み、最
大手船社の規模とリソースを考えると、コンソー
シアムへの参加がどのように効率性向上をもた
らすかは不明確」とし、さらにコンソーシアムが
増加し、CBER は航路ごとに VSA（船腹共有協
定）を評価しているが、大手船社は 3 大アライア
ンスと航路固有のコンソーシアムも維持してお
り累積効果を考慮に入れる必要があると指摘し
た。また、21 年までに大手船社はコンソーシア
ムを通じ 14 ～ 51 の航路を維持、世界船腹の約
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50% がコンソーシアムで運営され、ほぼ全航路
で市場シェア 3 割以上をもつ最低でも 1 コンソー
シアムが存在するとして、大手船社間の VSA は
中小船社の協定に比べ競争を制限、CBER の条
件を十分に満たしていないため大手船社はもは
や CBER の恩恵を受けるべきではないと評価し、
段階的に廃止しない場合は CBER から恩恵を受
ける船社の船腹制限を導入すべきと提案した。

韓国公取委による近海3航路の運賃談合制裁措
置で船社側が行政訴訟（22-10-18）

韓国公正取引委員会による東南アジア航路、韓
日航路、韓中航路における海上運賃談合疑惑に対
する制裁措置を巡る問題は、最終的に裁判所の
判断を仰ぐことになった。東南アジア航路の韓
国船社11社・外船社4社、配船社が今年8月15日、
韓日航路の韓国船社 11 社・外船社 1 社が 9 月 16
日、そして韓中航路の韓国船社 15 社が 10 月 7 日
付でソウル高等裁判所に公取委の制裁措置取り
消しを求める行政訴訟を起こしたことによるも
の。韓国公取委はコンテナ船社が 2003 年から 16
年間、海運法で規定した海水部に対する申告など
の適法要件を守らず共同で最低運賃を談合し疑
いで、東南アジア航路と韓日航路で総額 1,763 億
ウォンの制裁金、韓中航路では韓中海運協定に
基づき運営されているため、外交的な摩擦を考
慮し是正命令だけにとどめた。これに対して海
運業界は、公取委の調査期間中、19 回も基本運
賃協定を海洋水産部に申告し、荷主団体とも協
議するなど、適法手続きを経て設定したもので、
公取委が問題とした最低運賃は、基本運賃に含
まれる付属合意のため申告対象ではないと主張、
世界的に類例のない定期船社の運賃協議を巡る
処分について強く反発している。

極東／北米の東岸シフト　3カ月で船腹19%
増　Xeneta（22-08-05）

運賃分析専門サイトの Xeneta（ノルウェー）
によると、過去 12 週間（18 ～ 29 週、5 月 2 日
～ 7 月 24 日）の極東アジア／北米航路の週当た
り平均船腹量は東岸が前年同期比 18.9% 増の 21
万 TEU に対し、西岸は 1.7% 減の 31 万 TEU で
東岸へのシフト傾向が顕著になった。東岸向け
船腹増は週当たり 8,750TEU 型 4 隻の追加に相当
し、7 月 24 日時点の西岸の船腹量シェアは前年
の 66.1% から 61.3% に減少した。荷動きも同様

の傾向で、CTS（英国）の最新実績である 1 ～ 5
月でアジア／北米航路全体で前年同期比 0.9% 増、
このうち西岸が 8% 減に対し、東岸が 11.9% 増。
5 月の荷動きシェアは東岸が 4.4pt 増の 40.2%、
西岸が 4.4pt 減の 59.8% だった。

新船社Carrier 53　中国／北米で53ftコンテ
ナ輸出　ばら積み・多目的船活用（22-08-12）

極東／北米航路で主に 53' コンテナの海上輸送
をターゲットにした船社 Carrier 53 をこのほど
ハンブルクに設立し、今後、オープンハッチばら
積み船によるコンテナ輸送サービスを開始した。
Carrier 53 は、コンテナ船腹の供給がひっ迫する
中、極東から北米向けにコンテナ輸送用に改修し
たばら積み船と多目的船に、北米市場で活用され
ている 53ft コンテナを船積みするサービスを開
始するもので、通常のコンテナ船では輸送できな
い 53' コンテナに特化し、コンテナ生産地の中国
でオンデマンドで新造コンテナに貨物を梱包後、
北米に輸送しコンテナはアジアへ回送せず米国
と近隣諸国で使用するシステム。通常中国のメー
カーから北米向けに 53' コンテナの輸送コストが
高額になったため、このほど新会社を設立して
コンテナと貨物の両方の輸送需要を取り込む事
になった。

Sea Intelligence　太平洋航路の消席率　2
カ月連続90%割れ（22-08-19）

海運調査会社、Sea Intelligence（デンマーク）
によると、今年 6 月の太平洋航路の消席率は
89% で、5 月の急減からやや持ち直したものの 2
カ月連続で 90% を下回っている。市場の強さを
測るパラメーターとして消席率推移をまとめた
もので、Sea Intelligence 調べでは太平洋航路で
は消席率が 90 ～ 95% になると事実上全船腹が使
用され、スポット運賃が急激に上昇する相関関係
があるが、2 カ月連続で 90% を切っていること
から市場は高いスポット運賃を維持できないレ
ベルにあることが分かる。Sea Intelligence は主
要航路（往航）の平均消席率が閾値を下回ってお
り、過去 1 年半にわたり高騰してきた運賃のピー
クアウトを加速していると指摘、スポット運賃
は引き続き低下すると予測している。
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1Hのアジア発欧州向け荷動き4.7％減、復航
も全地域マイナスで2ケタ減（22-08-24）

日 本 海 事 セ ン タ ー が Container Trades 
Statistics（CTS、英国）の統計をもとにまとめ
た 6 月のアジア／欧州航路の往航コンテナ荷動
きは、前年同月比 9.7％減の 132 万 9,626TEU
で 5 カ月連続のマイナスになった。6 月の仕
出し地域別では、香港を含む中国が前年同月
比 9.3％減の 101 万 1,024TEU、北東アジア積み
は 27.2％減の 11 万 6,368TEU と大幅に減少した
が、東南アジア積みは 2.0％増の 20 万 2,234TEU
だった。仕向け地域別では、北欧州が 8.9％減
の 88 万 6,312TEU、西地中海は 2.2％減の 23 万
356TEU、東地中海は 19.3％減の 21 万 2,958TEU
だった。欧州からアジア向け復航は 21.9％減の
51 万 5,506TEU と 12 カ月連続のマイナスになっ
た。仕出し地域別では北欧州が 21.3％減の 36 万
279TEU、西地中海は 18.2％減の 8 万 5,798TEU、
東地中海は 28.7％減の 6 万 9,429TEU だった。仕
向け地別では中国が 29.6％減の 25 万 7,700TEU
と大幅に減少、また北東アジアは 13.0％減の 12
万 2,292TEU、東南アジアも 11.9％減の 13 万
5,511TEUと2ケタマイナスだった。今年上半期（1
～ 6 月）の往航は、前年同期比 4.7％減の 799 万
4,734TEU で、仕出し地域別では中国が 4.7％減
の 593 万 9,770TEU、北東アジアは 12.0％減の 84
万 6,957TEU、一方東南アジアのみ 1.7％増の 120
万 8,007TEU と前年を上回った。仕向け地域別で
は北欧州が 4.5％減の 525 万 1,613TEU、東地中
海は 11.4％減の 132 万 3,040 TEU、一方西地中海
は 1.8％増の 142 万 81TEU と微増だった。復航
は 15.7％減の 340 万 1,276TEU で、仕出し地域別
では北欧州が 14.3％減の 239 万 560TEU で、う
ち西地中海が 14.6％減の 54 万 3,012TEU、東地
中海も 23.4％減の 46 万 7,704TEU と全地域でマ
イナスになった。

1Hの日中コンテナ荷動き　往航8.1％減・復
航0.7％増（22-08-24）

日本海事センターが財務省の貿易統計をもと
にまとめた 6 月の日中航路往航のコンテナ荷動
き（トン数ベース）は、上位品目を中心に減少
し、前年同月比 8.0％減の 75 万 9,447 トンと 4 カ
月連続のマイナスとなり、金額ベースでは 2.4％

増の 8,715 億円と 5 カ月連続のプラスになった。
中国からの復航は 9.0％増の 203 万 4,691 トンと
2 カ月連続のプラスで、金額ベースでも円安の影
響で 37.4％増の 1 兆 5,852 億円と 2 カ月連続のプ
ラスになった。今年上半期（1 ～ 6 月）の往航は
前年同期比 8.1％減の 433 万 7,000 トン、金額ベー
スで 3.9％増の 4 兆 7,606 億円、復航は 0.7％増の
1,084 万 1,000 トン、金額ベースでは 19.5％増の 7
兆 9,596 億円だった。

1Hのアジア域内荷動き　1.2％増・2,318万
TEU（22-08-24）

日本海事センターが CTS（英国）の集計をも
とにまとめたアジア域内航路における 6 月のコ
ンテナ荷動きは、前年同月比 7.8％増の 438 万
8,168TEU と、4 カ月ぶりのプラスになった。今
年上半期（1 ～ 6 月）は前年同期比 1.2％増の 2,318
万 971TEU だった。

韓国で港湾安全管理費用の一部をPSFで荷主
に転嫁（22-08-30）

韓国船社は 8 月 1 日から韓国での輸出入貨
物、積み替え（T/S）貨物を対象に 237 ウォン／
TEU の Port Safety Management Fee（PSF）を
導入した。45' 型は 533 ウォン／コンテナ、バル
ク貨物は 35 ウォン／トンが適用される。海洋水
産部が港湾運送事業法第 10 条第 1 項に港湾荷役
料金に港湾安全費用を新設したのを受け、荷主
に一部費用の負担を求めるもの。

スエズ運河庁が来年、全船種対象に最大15%
の通航料値上げ（22-09-19）

スエズ運河庁（SCA）は 17 日、2023 年中に全
船種を対象に通航料を最大 15% 値上げ、第 1 弾
で 2023 年 1 月 1 日からドライバルク船とクルー
ズ船対象に 10% 値上げする計画を発表した。 こ
の値上げによってエジプト政府は年間で 7 億ド
ル、日本円でおよそ 1000 億円以上の増収を見込
む。

ライン川の舟運　水位回復で満載輸送可能に
（22-10-04）

欧州メディアによると、ここ数か月水位の変動
が不安定で、内陸バージ輸送に支障が発生して
いたライン川の水位が第 39 週の降雨により標準
レベルまで回復し、一時跳ね上がっていた運賃
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を大幅に押し下げることになったと伝えている。
8 月から、欧州では高温と少雨によりライン川の
水位が大幅に下がり、バージによる内陸輸送の
遅延と運賃高騰が深刻化し、ドイツ経済全体へ
の悪影響への懸念が広がっていた。同河川は穀
物、石炭、石油などの戦略物資を含む貨物の重
要な輸送ルートになっているが、8 月は平常時の
わずか 25％しか輸送できない状態が続いた。未
だ北ドイツのケルン、デュイスブルク周辺では、
依然水位が低く、満載での通航はできない状況
が続いているが、関係者はこのまま雨が順調に
降り続けば 40 週末までには満載状態での通航が
可能になると見ている。

8月の世界コンテナ荷動き2カ月ぶり極東、欧
州、北米地域とも輸出入が減少（22-10-12）

Container Trades Statistics（CTS、英国）が
まとめた今年 8 月の世界コンテナ荷動き量は、
1,485 万 5,649TEU と前年同月比 4.2% 減と 2 カ月
ぶりに減少、前月からも 3.3% 減少した。グロー
バル運賃指数（2008 年＝ 100）は 194 と前年同月
の 181 から 13 ポイント（7.2%）上昇したが、過
去最高だった 6 月の 204 から 8 ポイント（11.8%）
低下した。主要地域のコンテナ荷動き量をみる
と、極東地域は輸出が前年同月比 3.9% 減の 897
万 6,079TEU、輸入も 2.9% 減の 587 万 2,361TEU
となり、欧州地域は輸入が 8.3% 減の 266 万
9,384TEU、輸出が 7.3% 減の 231 万 6,549TEU、
北米地域も輸入が 6.7% 減の 279 万 8,146TEU、
輸出が 7.8% 減の 111 万 8,514TEU といずれも不
振だった。また、インド亜大陸・中東地域は輸入
が 1.0% 増の 149 万 8,576TEU、輸出が 0.4% 増の
115 万 6,543TEU と輸出入ともプラス、中南米地
域は輸入が 0.3% 増の 99 万 7,057TEU と微増だっ
たが、輸出が 5.3% 減の 74 万 2,151TEU と低調、
うち最大市場のブラジルは輸入が 14.2% 増の 24
万 2,786TEU、輸出も 9.5% 増の 23 万 9,275TEU
と輸出入とも好調だった。このほか、サブ・サ
ハラアフリカは輸入が7.4%増の 63万 3,577TEU、
輸出が 0.9% 増の 29 万 8,031TEU、オーストララ
シア・オセアニア地域は輸入が 1.8% 減の 38 万
6,548TEU、輸出が 6.5% 増の 24 万 7,782TEU と
なった。

FESCO　原子力砕氷船利用、北極海経由の海
上輸送ルート開発（22-10-14）

FESCO Transportation Group（ロシア）は 9
日、サンクトペテルブルク港からロシア最大の石
油化学会社や木材会社の輸出貨物を含む 89FEU
を原子力砕氷船（ラッシュ船兼コンテナ船）の
"Sevmorput"（3 万 3,980dwt）に船積みし、北極
海航路を利用し極東のボストチヌイ港まで 21 日
間で海上輸送している。さらにボストチヌイ港で
積み替え、カムチャツカ半島のペトロパブロフ
スクカムチャツキー港までさらに 4 日かけて海
上輸送する。また、一部のコンテナ貨物は、ボ
ストチヌイ港で積み替え、東南アジア諸国まで
送られる。

Drewry、脱炭素化コストが24年に最大145
億ドルと試算、運賃へ転嫁へ（22-11-14）

Drewry（英国）は 10 日にまとめた最新レポー
トで、EU で導入予定の炭素税と欧州で環境負荷
の低い新燃料に移行した場合の海運業界のコス
トが 2024 年に最大 145 億ドルにのぼると試算、
このコストは将来的に運賃に転嫁されるとして
荷主に警告した。国際海事機関（IMO）が掲げ
る 2050 年に海運からの温室効果ガス（GHG）排
出量の 08 年比 50% 削減に向け、排出規制、税金、
船舶の低／ゼロ排出燃料への移行が加速、業界の
コストが数十億ドル増加するとみて、荷主が中期
的な直接コストを予測し定量化するために 2024
年までのコストを試算したもの。EU の排出量取
引制度（EU-ETS）の海運への適用開始で EU 排
出枠（EUA）価格が 200 ドル／トン、EU 域内
航路で 100%、EU 域外と結ぶ航路で 50% 適用と
想定、炭素税シナリオを 3 通り設定し試算した
結果、従来の低硫黄燃料（VLSFO）を維持する
と 2024 年のコストは TEU あたり 50 ドル増、業
界全体で 35 億ドル増だが、LNG 燃料に転換する
と TEU あたり 234 ドル増、業界全体で 145 億ド
ル増となった。ただし、EU では早ければ来年に
も炭素税の導入を検討しているが発効は 2024 年
以降と見込まれているほか、LNG 燃料はまだ供
給インフラが整っていないグリーンメタノール、
グリーンアンモニアへの中間的な位置づけでそ
の価格は最終的なエネルギー市場に依存する。
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Sea Intelligence、太平洋航路の欠便急増で
年末までに50便追加欠便（22-11-15）

海運調査会社、Sea Intelligence（デンマーク）
によると、過去 2 週間（42 ～ 44 週、10 月 17 ～
31 日）に船社が打ち出した 42 ～ 52 週（10 月 17
日～年末）の東西基幹航路の追加欠便数はアジ
ア／北米航路が 50 便と急増した一方、アジア／
欧州航路は 10 便にとどまった。船社が欧米向け
需要の減退に対し欠便でどう対処しているかを
調査したもので、これによるとアジア／北米航
路は西岸航路が 34 便、東岸航路が 16 便の合計
50 便とこの 2 週間で多数の欠便が打ち出された。
一方で、アジア／欧州航路は北欧州航路が 6 便、
地中海航路が 4 便の合計 10 便の追加にとどまっ
た。

極東～南米東岸向けスポット運賃が約52%下
落　9月初旬以降で最大（22-11-16）

米調査会社、S ＆ P Global Platts が 14 日に発
表した極東から南米向けスポット運賃は前週か
ら 51.9%（2,700 ドル）も大幅下落し 2,500 ドル／
FEU と、今年 9 月初旬以来の最大下げ幅となり、
今年 7 月 12 日以来初めて欧州から南米向けのス
ポット運賃を下回った。輸送需要の減退、過剰在
庫や政情不安などが要因とみられ、市場関係者は
これ以上の下落はないだろうが、依然として先
行きは不確実としている。また、極東から南米
西岸向けスポット運賃も 11.6% 下落し 3,000 ドル
／ FEU となった。10 月初旬の時点で、極東から
南米東岸向けスポット運賃は年初から 57% 下落
したが 5,300 ドル／ FEU の水準を維持していた。

Xeneta、来年は荷主・船社とも困難な年に　
荷動き2.3%減、運賃下落続く（22-11-25）

貨物輸送市場情報プラットフォームの Xeneta
（ノルウェー）は 23 日、来年はコンテナ荷動き
が 2.3% 減少し、スポット運賃の下落が継続、荷主、
船社の双方にとって「非常に困難な年」になる
と予測した。世界の主要荷主からのクラウドソー
シングデータに基づき分析したもので、23 年は
新造船デリバリーで船腹 165 万 TEU が追加され
る可能性があり、解撤による相殺は一部にとど
まり船腹は全体で 5.9% 増、解撤が現在の予測の
2 倍になっても 5% は増加する見込みの一方、荷

動きは最大 100 万 TEU もしくはそれ以上が減少
し、供給過剰と荷動き減が運賃を引き続き押し
下げると予測した。ほぼ全ての主要航路で運賃
が下落する見込みで、一部は 23 年前半にパンデ
ミック前の水準を下回り、長期運賃は 23 年前半
はスポット運賃を下回ることはないが、契約更新
で前契約より大幅に低いレートで更新されると
みられ、長期運賃平均も急速に低下する見込み。
契約交渉は船社が最大量を確保しようとする一
方、荷主はより少ない量を計画、経済の不確実
性、ウクライナ以外でも予測される地政学的懸
念、労使問題、中国のゼロコロナ政策、需要低
迷、混雑緩和、輸送能力増加などが組み合わされ、
より複雑なものになると指摘した。

Xeneta、太平洋航路の船腹量　7月から
25%減、今年最低（22-12-05）

運賃分析サイト、Xeneta（ノルウェー）によ
ると、太平洋航路における 10 月中旬～ 11 月中
旬（11 月 13 日までの 4 週間）の船腹量は、週当
たり平均 24 万 2,700TEU でピークだった 7 月（31
日までの 4 週間平均）から 25.8% 減少、今年最
低水準となった。アライアンス別では、MSC（ス
イス）、Maersk（デンマーク）で構成する 2M が
7 月から 30% 減となった一方、CMA CGM（仏）、
COSCO（中国）、Evergreen（台湾）、OOCL（香港）
で構成する Ocean Alliance は 21.3% 減と比較的
下げ幅は小さかった。非アライアンス船社の船
腹量は 28.8% 減と大幅な減少だった。10 月中旬
～ 11 月中旬に欠便で減少した船腹量は週平均 11
万 2,000TEU だが、7 月も欠便で平均 96,650TEU
減少しており、現在の減少はサービス自体の休
止も大きい。特に非アライアンスは欠便による 1
万 560TEU 減に加えサービス休止で全体では週
当たり 28,000TEU 減少、全体の 4 割以上を非ア
ライアンスの減少分が占めており、Xeneta では
太平洋航路は市場高騰で非アライアンス船社の
参入が増えたが、アライアンスよりも早いペー
スで船腹投入を減らしていると指摘した。

Sea Intelligence、基幹航路の航海数　パン
デミック経て変動増（22-12-06）

海運調査会社、Sea Intelligence（デンマーク）
によると、パンデミック前に比べ、基幹航路の
航海数の変動性（Volatility）が増している。遅
延／早期到着、欠便、臨時増便などが増え、航
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海数の変動性が増していることを確認したもの
で、12 年 1 月～ 23 年 1 月を対象に、出発便数を
1 年間の平均と比べ標準偏差を算出し推移をまと
めた。これによると、アジア／北米西岸航路では
パンデミックで変動性が急激に上昇、21 年初頭
にピークとなった後落ち着いたものの 21 年 5 月
頃から再び上昇傾向でパンデミック前よりも依
然やや高くなっている。アジア／北欧州航路は
13 年以降変動性が上昇、20 年初頭、21 年夏に急
上昇した後、22 年前半は低下したが、パンデミッ
ク前に比べると 6pt は高い。アジア／地中海航路
は変動性が低下傾向だが、依然パンデミックよ
りは高い水準となっている。

10月の世界コンテナ荷動き9%減　3カ月連
続減少で運賃指数も急落（22-12-09）

Container Trades Statistics（CTS、英国）が
まとめた今年 10 月の世界コンテナ荷動き量は、
1,396 万 763TEU と前年同月比 9.3% 減と 3 カ月
連続でマイナスとなり、前月からは 2.2% 増加し、
世界的なインフレによる輸送需要の減退が続い
ている。グローバル運賃指数（2008 年＝ 100）
も 151 と前年同月の 184 から 33 ポイント（18%）
も大幅下落、過去最高だった 6 月の 204 から 53
ポイント（26%）も落ち込んだ。10 月のコンテ
ナ荷動き量を地域別にみると、極東地域は輸出
が前年同月比 12% 減の 805 万 9,250TEU、輸入も
4.8% 減の 565 万 6,301TEU と低調、欧州地域は
輸入が 18.8% 減の 243 万 7,995TEU と大幅マイナ
ス、輸出も 6.4% 減の 246 万 2,778TEU と不振だっ
たが、輸出量が輸入量を上回る逆転現象となり、
北米地域は輸入が 19.2% 減の 236 万 5,977TEU と
大幅減、輸出も 2.4% 減の 120 万 493TEU と小幅
のマイナスだった。インド亜大陸・中東地域は輸
入が 4.5% 増の 153 万 5,029TEU と回復、輸出は
2.4% 減の 108 万 6,744TEU、中南米地域は輸入が
4.1% 減の 96 万 5,046TEU、輸出が 9.9% 減の 70
万 2,723TEU、うち最大市場のブラジルは輸入が
2.8% 増加し 24 万 1,925TEU、輸出が 8.7% 減の
22 万 5,086TEU、サブ・サハラアフリカ地域は輸
入が 1.6% 減の 64 万 2,777TEU、輸出が 10.8% 減
の 22 万 1,403TEU、オーストララシア・オセア
ニア地域は輸入が 5.6% 減の 35 万 7,638TEU、輸
出は 0.7% 増の 22 万 7,372TEU で微増となった。

みずほ銀予想、欧米、アジア荷動き今後5年間
増加基調　22年は-1.2%に鈍化（22-12-12）

みずほ銀行産業調査部は 8 日、「日本産業の中
期見通し - 向こう 5 年（2023-2027 年）の需給動
向と求められる事業戦略 -」を発表、物流分野では、
2022 年の海上コンテナ荷動き量がウクライナ情
勢の影響や巣ごもり需要の一服、インフレによる
個人消費の低迷で、北米、欧州、アジア域内の対
象航路全体で前年比▲ 1.2% 成長の減速を見込み、
先行き 5 年の見通しについては、中国のゼロコロ
ナ政策やウクライナ情勢の状況、景気後退など不
確実性の高い状況ではあるものの、各国経済の
成長に伴い、荷動きは対象航路全体で年率 +2.6%
の増加基調で推移すると予想した。ただ、需給バ
ランスは、2023 年以降、新造コンテナ船竣工が
続くことにより船腹量は増加も、IMO（国際海
事機関）の EEXI （燃費性能規制）の適用開始に
よる減速航行やアライアンス単位の減便により、
供給調整が図られるものとみる。アジア→北米は
需要が一服し、短期的には消費減退により荷動
き減少も、中期的には経済回復による拡大を見
込み、22 年が前年比 2.9% 増の 2,150.3 万 TEU、
23 年が 6.3% 減の 2,015.5 万 TEU、向こう 5 年で
は年率平均 1.3% 増加、2027 年に 2,288.1 万 TEU
に達すると予想した。アジア→欧州は短期的に
は消費減退、ウクライナ情勢影響から減速も、
中期的には経済回復による荷動き増加を見込み、
2022 年が前年比 6.8% 減の 1,590.8 万 TEU、2023
年が 3.8% 減の 1,531.1 万 TEU、向こう 5 年間で
年率平均 1.9% 増加し、27 年に 1,744.4 万 TEU を
予想した。アジア域内航路は 22 年が上海ロック
ダウン影響もあり成長鈍化も、中期的には経済
の拡大を背景に成長を見込み、22 年が前年比 1.4%
増の 4,781.8 万 TEU、23 年が 3.2% 増の 4,936.5 万
TEU、向こう 5 年間は年率平均 3.1% 増加し 27
年は 5,563.7 万 TEU を予想。

Drewry運賃指数が41週連続下落　前年比
77%下落もコロナ禍前上回る（22-12-12）

Drewry Maritime Research（英国）が 8 日に
発表した太平洋航路、アジア／欧州航路、大西洋
航路における主要 8 ルートの世界コンテナ運賃指
数（WCI）の総合指数は 2,138.70 ドル／ FEU と
前週から 6% 下落し、41 週連続で値下がり、前
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年同期を 77% 下回り、ピークだった 2019 年 9 月
の 10,377 ドル／ FEU より 79% も低く、過去 10
年平均の 2,692 ドル／ FEU をも 21% 下回り、よ
り正常運賃に戻りつつある。ただ、年初からの
平均は6,638ドル／FEUと過去10年平均の2,639
ドル／ FEU を 3,946 ドル／ FEU 上回り、新型コ
ロナのパンデミック（世界的大流行）前の 2019
年平均の 1,420 ドル／ FEU よりも依然として
51% 高い水準を維持している。先週のスポット
運賃を航路別にみると、上海→ロッテルダムが前
週比 14%（379 ドル）下落し 1,686 ドル／ FEU、
上海→ニューヨークが 9%（415 ドル）下落し 3,993
ドル／ FEU と大幅下落したほか、上海→ジェノ
アが 6%（177 ドル）下落し 2,908 ドル／ FEU、
ロッテルダム→上海が 3%（21 ドル）下落し 799
ドル／ FEU、上海→ロサンゼルスが 2%（42 ドル）
下落し 1.997 ドル／ FEU、ロッテルダム→ニュー
ヨークが 1%（89 ドル）下落し 7,151 ドル／ FEU
とダウンした。

アジア／欧州航路、需要減と運賃下落で、復
航のケープ迂回が増加（22-12-15）

Alphaliner（仏）によると、アジア／欧州航
路の需要減、スポット運賃急落、船腹供給過多
を背景に、Hapag-Lloyd（独）、Ocean Network 
Express（ONE）、Yang Ming（台湾）、HMM（韓
国）で構成する THE Alliance の運航船を中心に、
アジア向け復航でスエズ運河を回避、ケープ迂
回ルートをとる船が増えている。Alphaliner の集
計では欧州→極東復航で約 12 隻のケープ迂回を
確認、今後数週間で THE Alliance 船中心にさら
に増加する見込み。

ケープ迂回だと、ロッテルダム→シンガポール
でスエズ運河経由に比べ約 3,500 海里長く、欧州
航路に投入されているメガマックス船ではエコ
速力（約 16 ノット）で 9 日間延長で必要燃料 1,100
トン、コスト 44 万ドル増、超低速（10.5 ノット）
だと約 2 週間延長で必要燃料 980 トン、コストは
39.2 万ドルの増加に過ぎず、スエズ運河通航料の
最大 100 万ドルに比べコストが安く済む。

11月の日本→米国荷動き9.9％増加　直航は
1.5％増、海外T/Sは29.7％増（22-12-22）

米国のデータ会社、Descartes Datamyne が発
表した 11 月の日本発米国向け往航コンテナ輸送
実績（荷受地ベース）は 5 万 1,802TEU で前月比

2.7％増、前年同月比では 9.9％増加した。うち直
航分は 1.5％減の 2 万 9,406TEU、日本出しトラ
ンシップ（T/S）貨物は 29.7％増の 2 万 2,396TEU
と 9 カ月連続で 2 万 TEU 超えとなり、全体のう
ち 43.2％を占め、8 月から 4 か月連続の 4 割超に
なった。T/S のうち韓国 T/S は 15.1％増の 1 万
3,887TEU、中国 T/S は 41.6％増の 3,500TEU、
台湾 T/S が 122.3％増の 2,697TEU、シンガポー
ル T/S は 13.6％増の 1,210TEU だった。日本発
直航分の港別は、首位の東京が 0.6％減の 1 万
2,281TEU、名古屋は 4.6％減の 8,718TEU、神
戸が 0.2％増の 7,014TEU、清水が 138.9％増の
614TEU、横浜は 43.8％減の 353TEU だった。ま
た韓国 T/S の仕出し港別は、東京が 27.4％増の
2,489TEU、名古屋は 34.3％増の 2,141TEU、横
浜が 57.9％増の 1,922TEU、神戸は 20.5％増の
1,837TEU、 大 阪 は 14.6 ％ 増 の 1,708TEU だ っ
た。日本出しの品目別では自動車部品関連が
16.1％増の 1 万 912TEU、機械類は 18.6％増の
1 万 3,473TEU、タイヤなどゴム製品は 9.8％増
の 5,769TEU と上位 3 品目がいずれも 2 ケタ増
になった。10 月の米国発日本向け荷動きは、最
終仕向け地ベースで 2.8％増の 5 万 5,181TEU と
なり、うち日本向け直航分は 10.3％増の 4 万
4,258TEU、海外 T/S は 19.4％減の 1 万 923TEU
と全体の 19.8％を占めた。海外 T/S の国別では、
韓国が 11.8％減の 6,671TEU、台湾 T/S は 8.6％
減の 2,761TEU、シンガポール T/S は 31.6％減の
979TEU、中国 T/S は 72.0％減の 320TEU だっ
た。また直航分の港別では東京が 2.4％増の 1 万
6,458TEU、横浜は 95.3％増の 1 万 763TEU、神
戸が 11.6％減の 8,452TEU、名古屋は 3.3％増の
4,736TEU、大阪が 18.7％減の 828TEU だった。

Xenetaの顧客意識調査　契約交渉、買い手市
場に逆転　四半期調整、短期化も（22-12-28）

貨物輸送市場情報プラットフォームの Xeneta
（ノルウェー）が今月実施した長期契約入札シー
ズン前の顧客意識調査によると、荷主は長期契約
の再交渉を含め下落する市場に機敏に対応、複
数の航路で売り手市場から買い手市場への形勢
逆転がみられている。現在の契約状況について、
現契約を維持すると回答したのは 0％で、全体の
55％が予定通り新運賃のための RFQ（見積もり
依頼）を進めていると回答。27％が既存の長期契
約の再交渉中もしくは第 1 四半期（1 ～ 3 月）で
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再交渉を予定、12％が短期市場に貨物量を移そ
うとしていると回答した。再交渉もしくは新契
約の契約期間については、31％が通常通り 1 年間、
21％が四半期ごとの指標ベースでの調整を含む 1
年間、21％が通常通り 3 ～ 6 カ月、14％は下落ト
レンドを取り入れるために 3 ～ 6 カ月契約で交
渉していると回答。Xeneta では通常どおり 1 年
間契約を維持する荷主以外は、3 ～ 6 カ月の比較
的短い期間の契約や 1 年間でも指標に基づく調
整で早期のコスト節約が試みられており、買い
手側が売り手側にプレッシャーをかけていると
指摘した。新たな指標である炭素排出指数に関
し、船腹調達プロセスに持続可能性を組み込むか
どうかについては、46％が参考情報で組み込み、
32％が明確に定義として組み込み選択に影響を
与えると回答、14％が 23 年の調達プロセスに含
める計画で、全く組み込まないと回答したのは
7％のみだった。

インターモーダル・フォワーディング
FESCO　上海→モスクワ　月2便で運行開始
（22-07-11）

FESCO Transportation Group（ ロ シ ア ） は
中国からカザフスタン、モンゴル経由によるロ
シア向け鉄道サービス、Asia Landborder Train 
Service を拡充、今月から上海とモスクワを結ぶ
コンテナ列車の運行を月 2 便で開始した。第 1 便
として 40' コンテナ 49 本、20' コンテナ 2 本を積
載した列車が 3 日に上海・閔行駅を出発、エレ
ンホト／ザミンウード越境で 1,520mm ゲージ車
両に積み替え、モスクワ地区のシリカトナヤ駅
に輸送する。FESCO が通関、顧客倉庫までのデ
リバリーを手がけ、デリバリータイムは 20 日を
想定、運行頻度は月 2 便で開始、今後増加を視
野に入れている。

ONE Japanが注意喚起　カナダ向け危険品
B/L　カナダの荷受人情報が必須（22-07-20）

Ocean Network Express Japan（ONE Japan）
は、カナダ向け危険品輸出貨物の引き受けには、
B/L 面上の荷受人欄にカナダ国内に住所を持つ
会社・個人名の記載が必須となったため、必ず船
社へ通知するよう呼びかけている。通常品の場
合は米国内に住所を持つ企業でも問題はないが、

危険品の場合はカナダ国内の荷受人情報が必須
となり、住所記載がない場合は、引き受けない
として、顧客に注意を喚起している。

OSRA22のフォワーダー向けガイド　
FIATA　D＆Dなど細則策定へ（22-07-22）

国 際 フ レ イ ト フ ォ ワ ー ダ ー ズ 協 会 連 合
（FIATA）はこのほど、米国で先月 16 日に成
立 し た 2022 年 海 運 改 革 法（Ocean Shipping 
Reform Act of 2022：OSRA2022）のフォワー
ダー向けガイドをとりまとめた。同ガイドでは
OSRA2022 で重要な点として、（1）インボイス
要件を完全に満たさない場合のデマレージ・ディ
テンション（超過保管料・返却延滞料、D ＆ D）
は支払う必要がない、（2）船社・ターミナルか
らのチャージに加えて管理費などの追加料金を
荷主に課す場合には D ＆ D と明確に分けて請求
する、（3）船社による報復を明確に禁止、取引・
スペース提供の不当な拒否に関する規則は今年
末までに作成する、（4）連邦海事委員会（FMC）
が船社との調停、仲裁のためのオフィスを設置、

（5）FMC は D ＆ D 調査結果、船社への罰則概
説といった OSRA2022 違反事例を公開する、と 5
点をフォワーダーに強調している。今後の FMC
による実施細則策定のスケジュールは、FMC が
23 年末まで調査とパブリックコンサルを開始し
緊急命令を発出できるよう一時的に権限を強化、
OSRA2022 の多くが 26 年までの最終規則策定が
設定されている。D ＆ D 規則は今年 8 月 1 日に
策定を開始し、最終規則は成立から 1 年後の 23
年 6 月中旬までに策定される予定のほか、「不公
平または不当に差別的な」スペース拒否につい
ては成立から 60 日以内の 8 月中旬までに規則策
定を開始、今年末を期限に 11 月末までに最終案
をとりまとめる予定。

Ruscon　日本～カザフスタン　複合輸送
サービス（22-08-19）

ロシア最大の運輸・物流グループ、Delo Group
傘下の複合輸送業者 Ruscon は今月から、日本か
らカザフスタン向け複合輸送サービスを開始し
たと発表した。神戸からボストチヌイまで海上
輸送し、同グループの Transcontainer と協働し
てボストチヌイからアルマトイ -1 駅まで鉄道輸
送するもので、サービス頻度は月 1 便、海上輸
送のトランジットタイムは 5 ～ 6 日を予定する。
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Tiの最新予測　世界のフォワーディング市場
　来年も微増にとどまる（22-12-14）

英国の物流市場調査会社、Transportation 
Intelligence（Ti）がまとめた最新レポートによ
ると、22 年の世界のフォワーディング市場は新
型コロナウイルスによる制限、インフレ高進、燃
油高、消費者需要の減退などが響き前年比 2.4％
減の 2,631 億 3,300 万ユーロと前年割れ、23 年も
0.7％増の 2,650 億 9,600 万ユーロと微増にとどま
る見込み。22 年は航空貨物が 2.7％減、海上貨物
も2.2％減といずれもマイナス。航空はパンデミッ
クによる輸送制限からは回復しているものの消
費減退、欧米でのインフレに加え、アジア太平洋
でも需要が落ちてベリースペースが減少、海上も
北米でのインフレ、金利アップによる輸送需要
減が響いた。23 年は需要が回復しても中国の新
型コロナ政策が制約となり微増にとどまり、航
空は 0.8％増、海上が 0.7％増。23 年の地域別で
はアジア太平洋では RCEP などが後押しし 1.3％
増の 912 億 9,500 万ユーロ（シェア 34.9％）、欧州、
北米はいずれもインフレとエネルギー高、経済
低迷が響き欧州が 0.5％増の 853 億 3,900 万ユー
ロ（32.2％）、北米が 0.1％増の 591 億 600 万ユー
ロ（22.3％）とほぼ横ばいで推移する見込み。

FESCOが日本、中国、韓国　ナホトカ経由モ
スクワ向けインターモーダル（22-12-28）

FESCO Transport Group（露）はこのほど、
中国、韓国、日本からナホトカ経由でモスクワに
輸送するインターモーダルサービスを開始した。
Nakhodka Sea Fishing Port と韓国の釡山、仁川、
中国の上海、寧波、青島、新港、日本の博多、神戸、
名古屋、富山、清水、横浜を釡山積み替えを含
め FESCO の定航サービスで結び、ナホトカから
鉄道輸送するもので、主要貨物は消費財、エレク
トロニクス、建設部材などを想定、月 2 便の提供
を予定する。第1便は"FESCO Yanina"（962TEU）
がナホトカで荷揚げした貨物をゴンドラカーに
積載、12 月 18 日にナホトカ港の Rybniki 駅を出
発した。チェリャビンスク地方の Formachevo
駅で積み替え、モスクワの Silikatnaya 駅に 1 月
1 ～ 2 日に到着予定。

 東京港 
大井ふ頭で東京港初のCONPASを活用したコ
ンテナ搬出入予約制事業開始（22-07-29）

東京都港湾局、東京港埠頭、国土交通省関東
地方整備局は、CONPAS を活用し東京港大井ふ
頭コンテナターミナルで 8 月から 9 月にかけて、
コンテナ搬出入予約制事業に取り組む。東京港
での CONPAS を活用した事業はこれが初めてと
なる。都港湾局は、東京港のふ頭周辺における
交通混雑を緩和するため、21 年度から「車両待
機場を活用した東京港におけるコンテナ搬出入
予約制事業（東京港埠頭と東京港運協会を含む 3
者による共同事業）を展開している。また、国
土交通省関東地方整備局では、コンテナ輸送に
関するリアルタイム情報の共有・活用によって、
セキュリティを確保しつつゲート処理、輸送の
効率化などを目指し、横浜港南本牧と本牧で、
CONPAS を活用した取り組みを進めている。今
回、都港湾局、東京港埠頭、関東地方整備局が
関係者の協力のもと、CONPAS を利用したコン
テナ搬出入予約制事業に取り組むもの。

東京港12CTの海上コンテナ車両待機時間　
21年12月調査から大きく改善（22-08-18）

東京都トラック協会が 17 日にまとめた東京港
コンテナターミナルの海上コンテナ車両待機時
間調査（調査期間 22 年 5 月 9-30 日）の結果によ
ると、調査対象となった青海ふ頭、中央防波堤外
側ふ頭、大井ふ頭、品川ふ頭の計 12 のターミナ
ルのうち平均待機時間 1 時間超が 4 ターミナル、
1 時間未満が 8 ターミナルで、21 年 12 月調査の
1 時間超 7 ターミナル、1 時間未満 5 ターミナル
から大きく改善した。なお、2 時間を超えるター
ミナルは引き続きゼロだった。東京都トラック
協会海上コンテナ専門部会は、東京都・神奈川県・
茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県・山梨
県の各トラック協会の海上コンテナ部会に所属
する事業者のうち 31 店社を対象に、5 月 9 日か
ら 30 日まで東京港各コンテナターミナルにおけ
る海上コンテナ車両の待機時間を調査し、その結
果を取りまとめた。東京港でのコンテナ搬出入業
務の頻度が高い車両を 1 店社あたり 5 台を目途に
選定し、各コンテナターミナルにおける並び始
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めとゲートアウトの時刻をトラック運転者が所
定の調査票に記入する方法で調査した。作業内
容ごとに平均待機時間をみると、輸出の空コン
テナ搬出は 30 分未満が 2 ターミナル、30 分以上
1 時間未満が 5 ターミナル、1 時間以上 2 時間未
満が 3 ターミナル、2 時間以上が 2 ターミナル（21
年12月調査では30分未満が1、30分～1時間が5、
1 ～ 2 時間が 5、2 時間以上が 1）、輸出の実入り
搬入が 30 分未満が 2 ターミナル、30 分以上 1 時
間未満が 7 ターミナル、1 時間以上 2 時間未満が
3 ターミナル（30 分未満が 1、30 分～ 1 時間 4、
1 ～ 2 時間が 6、2 時間以上 1）、輸入の実入り搬
出が 30 分未満が 1 ターミナル、30 分以上 1 時間
未満が 7 ターミナル、1 時間以上 2 時間未満が 4
ターミナル、（30 分～ 1 時間 7、1 ～ 2 時間 3、2
時間以上 2）、輸入の空コン搬入が 30 分未満が 1
ターミナル、30分以上1時間未満が5ターミナル、
1 時間以上 2 時間未満が 5 ターミナル、2 時間以
上が 1 ターミナル（30 分未満が 1、30 分～ 1 時
間 5、1 時間～ 2 時間 5、2 時間以上が 1）で、概
ね改善傾向にある。

東京港埠頭　青海ふ頭第4号の拡張工事が完
了、供用開始（22-10-03）

東京港埠頭は、青海ふ頭の再編・機能強化の一
環として進めてきた、青海コンテナふ頭第 4 号（借
受者：エバーグリーンマリン）の拡張工事が完了、
10 月 1 日から供用開始したと発表した。岸壁延
長が 350m から 400m に、コンテナヤード面積も
10 万 5,886.90m2 から 12 万 1,650.40m2 に、それぞ
れ拡張した。東京港では、船舶大型化や増加す
る貨物に対応すべく中央防波堤外側地域などの
外貿コンテナターミナルの整備を急ピッチで進
めており、中央防波堤外側コンテナターミナル

（CT）Y2 バースは 20 年 3 月に供用開始している
が、青海コンテナふ頭第 3 号に寄港していた航
路サービスを Y2 に移転、空いた第 3 号を種地に
活用した再整備を進めており、今回、第 4 号ター
ミナルの延伸工事が完了した。

東京港　1Hのコンテナ取扱量　0.1％減・
240万TEU（22-10-21）

東京都港湾局が 20 日に発表した、今年上半期（1
～ 6 月）の東京港港勢（速報値）によると、総
貨物取扱量は前年同期比 1.7％減の 4,120 万 5,000
トンで、うち外貿貨物が 1.5％減の 2,334 万 7,000

トン、内貿は 2.0％減の 1,785 万 9,000 トンだっ
た。外貿貨物の輸出は9.0％減の580万4,000トン、
輸入 1.2％増の 1,754 万 3,000 トンだった。1H の
総コンテナ取扱量は 0.7％減の 2,269 万トン、個
数ベースで 0.1％減の 240 万 TEU とほぼ前年並
みで、うち外貿コンテナ取扱量は 1.3％増の 215
万 TEU、うち輸出は 1.6％増の 98 万 TEU、輸入
は 1.1％増の 117 万 TEU、また内貿は 10.6％減の
25 万 TEU でうち移出が 8.6％減の 18 万 TEU、
移入は 15.4％減の 7 万 TEU だった。外貿貨物の
輸出仕向け国は米国、ベトナム向けが減少した
が、インドネシア、韓国向けが増加した。また品
目別では電気機械、金属製品などが増加し、再
利用資材、自動車部品などが減少した。輸入貨
物の仕出し地別では、韓国、シンガポールから
の貨物が増加し、中国、カナダからは減少した。
品目別では木製品、製造食品などが増加し、電
気機械、家具装備品などが減少した。

国交省が東京港埠頭をみなとSDGsパート
ナーに（22-12-27）

東京港埠頭は、国土交通省が同社を「みなと
SDGs パートナー」に登録したと発表した。同制
度は、港湾関連企業などの事業活動などの取り
組みと SDGs の関連性について「気づき」を促
すとともに、その取り組みを「見える化」するこ
とにより、SDGs の普及促進と取り組みのさらな
る推進を図り、ひいては日本の港湾と港湾関係産
業の魅力向上と将来にわたる持続的な発展に資
することを目的として、国土交通省が創設した。
同社は、環境にやさしい港を目指して、コンテ
ナクレーンのインバータ制御化の推進、再生可
能エネルギー由来の電力の導入など、さまざま
な問題に取り組んできたが、今回の登録を受け、
今後も持続可能な社会の実現にむけて、引き続
き積極的に取り組んでいく方針だ。

 横浜港 
関東地整局、CONPASで特定時間帯への集中
を分散　横浜港本牧D1で初運用（22-07-11）

国土交通省関東地方整備局港湾空港部は、7 月
13 ～ 27 日にトレーラーの特定時間帯への集中を
分散・平準化させることを目的に、横浜港本牧
ふ頭 D1 コンテナターミナルで初めて CONPAS
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（Container Fast Pass）を試験運用する。横浜
港ではすでに 21 年 4 月から南本牧ふ頭コンテナ
ターミナルで CONPAS の本格運用を開始してい
るが、さらに他コンテナターミナルにも試験運
用を拡大する方針で、本牧 BC ではすでに 3 回試
験運用しているが、本牧 D1 でも試験運用を開始
するもの。今期は BC で 2 回、本牧 D1 で 2 回、
それぞれ試験運用する計画だ。今回の試験運用
では、横浜港本牧ふ頭 D1 コンテナターミナル、
神奈川県トラック協会海上コンテナ部会、横浜
港海上コンテナ協会の協力を得て、神奈川県ト
ラック協会海上コンテナ部会加盟で Cyber Port
と CONPAS の利用登録をしている店社が対象（4
月末時点で 58 店社）。

横浜市/川崎市 日本最大の水素SC形成のモデ
ル地区目指し協定（22-07-28）

横浜市と川崎市は、地域経済の中核を担う臨
海部において、カーボンニュートラル化を実現
しつつ、産業競争力を維持・強化していくため、
水素等の次世代エネルギーについて、両市が連
携・協力して利活用を拡大することを目的とし、
26 日に協定を締結した。両市は同日会見を開き、
川崎市の福田紀彦市長は「水素を軸としたカーボ
ンニュートラルなエネルギーの供給拠点を目指
す川崎市にとって、企業が集積し大きな需要が見
込める横浜市との連携は重要で、自治体、民間
企業同士で取り組みを進めていきたい」と述べ、
一方の横浜市の山中竹春市長は「日本最大の水
素等のサプライチェーンを形成するモデル地区
として産官学の連携を進めていく」と抱負を語っ
た。同協定では、両市が臨海部において、水素等
の供給体制の構築、需要拡大、調査・実証事業
への取り組みについて連携、協力することとし
ている。川崎市は温室効果ガスの排出量が政令
指定都市最多であることから、早くから水素に
関する先駆的取り組みを進めてきており、現在、
国内水素需要の約 10 分の 1 を抱え、水素パイプ
ラインを敷設、供給拠点の形成を目指している。
一方の横浜市は 2018 年にゼロカーボンヨコハマ
を宣言するなど、民間や市民、海外と連携し脱
炭素化へ取り組んできたが、両市が連携するこ
とで、日本最大の水素等 SC を形成し日本の脱炭
素化をリードする考えだ。今後は2市だけでなく、
他都市との連携も含め首都圏へ SC を拡大してい
く方針。

横浜市　CNP臨海部事業所協議会設立し関係
者が情報共有（22-08-26）

横浜市は 25 日、脱炭素化を効果的に進めるた
め、事業規模が大きく、CO2 排出量の削減や水素
など次世代エネルギーの活用など環境対策に熱
心な臨海部の事業者と学識経験者、行政機関が情
報共有し連携しながら、脱炭素化に向けた取り組
みを促進することを目的として、「横浜港カーボ
ンニュートラルポート臨海部事業所協議会」を設
立したと発表した。横浜港は、埠頭における物流
機能に加えて、京浜臨海部・根岸地区などの工業
地域における生産機能、みなとみらい地区などの
都心臨海部などにおける観光文化機能を持って
おり、横浜市臨海部からの CO2 排出量は市域全
体の約 4 割に当たる。25 日には第 1 回協議会を
開催、山中竹春横浜市長や石橋洋信国土交通省
関東地方整備局副局長などが参加、横浜市がカー
ボンニュートラルポート（CNP）形成に向けた
取り組みについて説明、意見交換した。

横浜港の22年上半期の総貨物取扱量　外内貿
とも好調で3％増の5,340万トン（22-09-30）

横浜市港湾局によると、22 年上半期の横浜港
の港勢は、新型コロナウイルス感染症拡大の長期
化、ロシアのウクライナ侵攻や上海のロックダウ
ンなど世界情勢が不安定な状況のなか、外内貿
の総取扱貨物量は5,337万トンで前年同期比3.0％
増、コンテナ貨物量も 2.1％増の 2,077 万トンと
なり、コロナ禍前の水準に近づきつつある。外
貿貨物量は、輸出入合計で1.4％増の3,788万トン、
うち外貿コンテナ取扱個数は、輸出入・実入り
空合計で 0.9％減の 126 万 1,147TEU、うち輸出
が 0.5％減の 67 万 7,426TEU、輸入が 1.4％減の
58 万 3,721TEU だった。特に内貿は、コンテナ
貨物量が前年同期比 31.6％増の 146 万 4,052 トン
と好調で、コロナ禍前を上回っているが、これは
国際コンテナ戦略港湾の推進に向けた取り組み
の内航コンテナ船による国際フィーダーの強化
策が一定の効果を上げたものと同港湾局ではみ
ている。外貿コンテナの輸出を品目別にみると、
自動車部品が 5.2％増の 221 万トン、染料等化学
工業品が 5.0％減の 106 万トン、産業機械が 3.8％
増の 72 万トン、輸入は製造食品が 0.7％減の 102
万トン、電気機械が 1.0％増の 90 万トン、野菜・
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果物が 4.4％減の 77 万トンだった。国別では輸出
がロックダウンの影響で中国が 7.8％減の 160 万
トン、タイが 4.2％増の 69 万トン、米国が 49.1％
増の 48 万トンと急増した。輸入は中国が 0.8％減
の 367 万トン、米国が 12.5％減 103 万トン、タイ
が 0.5％増の 82 万トンだった。

横浜市港湾局が中小港運事業者に燃料高騰分
の支援金交付（22-10-20）

横浜市港湾局は、燃料価格高騰などにより厳し
い状況が続く中、地域経済を支える物流を維持・
確保するため、港湾運送事業者に対し、港湾荷
役のために使用した燃料費の高騰分を支援する。
支援金対象者は、1. 横浜港内において港湾運送
事業法に基づく事業を営み、市内に事務所また
は事業所を有する中小事業者（資本金 3 億円以
下または従業員 300 人以下）、2. 燃料価格高騰の
影響を受け、かつ、燃料費を負担する事業者、3. 
同事業において支援対象とする燃料費に対し、他
の公的助成などを受けていない事業者、4. 申請
時点において、事業を廃止し、または休止してお
らず、支援金交付後も引き続き事業継続の意向
を有する事業者ーーという要件をすべて満たす
事業者となる。支援対象燃料は横浜港内での港
湾荷役のための機械、車両、船舶に使用した軽油、
ガソリン、重油で、支援対象期間は 22 年 4 月 1
日から 9 月 30 日までに購入代金を支払った燃料
分。支援金額は支援対象期間内に購入代金を支
払った燃料ごとの支援単価を乗じた合計のうち、
2 分の 1 以内とする。

シャーシシェアリング実証実験で検証方法変
更　位置情報利用可能に（22-10-27）

国土交通省関東地方整備局では、10 月 31 日～
11 月 26 日に第 2 回シャーシシェアリングを実証
実験する予定だが、今回はシャーシプール設置箇
所を 1 カ所（南本牧）から 2 カ所（南本牧、本牧）
に増設するとともに、シャーシプールの利用時間
を 24 時間（前回は 8 時～ 19 時）に拡大、オン
シャーシ（空コン）で駐車可能にするなど、1 回
目（21 年度）の実証実験の結果や参加事業者の
意見を反映した内容で検証する。同局ではシャー
シの位置情報を活用しつつシェアリングするこ
とで、シャーシ運用の効率性向上や、走行距離の
削減、コンテナターミナル周辺の混雑解消など、
輸送の効率化と陸運事業者の業務軽減などの生

産性向上を通じて、横浜港の国際競争力強化に寄
与することを目的に、各関係者・関係行政機関
などで「横浜港シェアリングエコノミー研究会」
を設置、ICT を活用したシャーシシェアリング
のあり方について検討してきている。第 2 回実験
でシャーシプールを増設、業務に応じて利便性の
高いシャーシプールを選択することが可能にな
ることから、走行距離・時間短縮や配車効率向上
の効果が期待できる。また 24 時間対応とするこ
とで、翌日早朝配達やコンテナターミナルクロー
ズ時間帯の帰車など、業務に応じたシャーシプー
ルの利用が可能になることから、配車効率向上
の効果が期待できる。

横浜港南本牧CT　CONPAS運用時間をゲー
トオープン全時間帯に拡大（22-12-05）

横浜港南本牧コンテナターミナルで、2 日か
ら新・港湾情報システム CONPAS（コンテナ・
ファスト・パス）の運用時間を拡大、開始時間
を繰り上げゲートオープン全時間帯に対応でき
るようになった。南本牧 CT では　21 年 4 月か
ら CONPAS の本格運用を開始しており、「搬出
入予約機能」と「PS カード活用機能」、「Cyber 
Port」の第一次運用にあわせ「搬入情報の事前照
合機能」の常時運用を開始している。2 日以降の
予約時間枠は 8 時 30 分から 15 時 30 分まで、来
場可能時間は 7 時 30 分から 16 時 30 分まで（予
約時間の前後60分まで来場可能）となった。また、
運用時間の拡大に伴い、CONPAS の利用申請を
募集している。

茨城県内港湾と横浜港が包括連携協定　港湾
の脱炭素、国際フィーダー強化など（22-12-
22）

茨城県と横浜市は 21 日、茨城県内の港湾と横
浜港が連携し、産業や地域の活性化、環境負荷低
減、労働人口減少などの課題に共同で取り組むこ
とで合意し、茨城県の大井川和彦知事と横浜市の
山中竹春市長が都内で連携協定の調印式に出席
した。調印式には国土交通省の関東地方整備局
の石橋洋信副局長と国交省港湾局港湾経済課の
有本彰男港湾物流戦略室長も出席し両者の調印
締結を見守った。山中市長は「横浜市は 2050 年
までの脱炭素化を宣言し、2030 年までに 2013 年
度比 50％削減をめざしている。横浜市から排出
される GHG（温室効果ガス）の 4 割は臨海部か
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ら排出され、臨海部の脱炭素化が横浜市全体の
脱炭素化を前進させることになる。今回の協定
締結により、両者がすでに実施しているメタネー
ションの実証実験の知見の共有や、次世代燃料
船舶受け入れのための安全対策の策定、規制緩
和などへの連携に取り組むことを期待している。
また内航コンテナ航路と国際機関航路への積み
替え促進にも寄与するものだ」と述べた。

 川崎港 
川崎港の外貿コンテナ取扱個数　上期は
20.8％減の5.5万TEU（22-09-15）

川崎市港湾局は、今年 6 月の川崎港の外貿コ
ンテナ取扱個数を発表、輸出入・実入り空合計
で前年同月比27.9％減の7,905TEUと大幅に減少、
この結果上期累計（1 ～ 6 月）では、5 万 5,385TEU
と前年同期比で 20.8％減となった。6 月の外貿コ
ンテナのうち輸出（実入り・空合計）が 22.3％減
の 4,211TEU、輸入（実入り・空合計）が 33.5％
減の 3,694TEU だった。実入りコンテナは輸出
が 47.8％減の 923TEU、空コンテナ輸出は 9.9％
減の 3,288TEU、実入りコンテナ輸入は 34.0％
減の 3,661TEU、空コンテナ輸入は 33TEU。内
貿コンテナは移出入合計（実入り・空合計）で
12.2％減の 1,678TEU で、外内貿合計では 25.6％
減の 9,583TEU だった。上期累計では、外内貿合
計（実入り空合計）で 17.9％減の 6 万 4,640TEU、
外貿の輸出が 19.7％減の 2 万 8,209TEU、輸入が
21.8％減の 2 万 7,176TEU だった。

南星海運　川崎／釡山を再開　BKH Svc.来月
から（22-09-22）

南星海運（Namsung Shipping）は昨年 12 月
から休止していた川崎／釡山のシャトルサービ
ス、BKH Service を再開する。BKH Service に
は "Star Skipper"（962TEU）を投入、10 月 7 日
川崎起こしから川崎（金）～釡山（月）～川崎
でシャトルサービスする。

川崎港の外貿コンテナ取扱個数　8月は8.2％
増の9,244TEU（22-12-21）

川崎市港湾局は、今年 8 月の川崎港の外貿コ
ンテナ取扱個数を発表、輸出入・実入り空合計
で前年同月比 8.2％増の 9,244TEU と増加に転

じ、うち輸出（実入り・空合計）が 10.3％増の
4,416TEU と 2 ケタ増、輸入（実入り・空合計）
が 6.3％増の 4,828TEU だった。実入りコンテナ
は輸出が 5.5％減の 1,181TEU、空コンテナ輸出
は 17.4％増の 3,235TEU、実入りコンテナ輸入は
6.0％増の 4,775TEU、空コンテナ輸入は 43.2％増
の 53TEU。内貿コンテナは移出入合計（実入り・
空合計）で 41.1％増の 1,498TEU で、外内貿合計
では11.8％増の1万742TEUと2ケタ増となった。
1 ～ 8 月累計では、外貿コンテナ取扱個数が 7 万
3,669TEU と前年同期比で 16.8％減、外貿の輸出
が 16.1％減の 3 万 7,025TEU、輸入が 17.4％減の
3 万 6,644TEU、外内貿合計（実入り空合計）で
14.0％減の 8 万 5,799TEU だった。
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ア サ ガ ミ 株 式 会 社
代表取締役 木　村　健　一社　　　長

東 海 運 株 式 会 社
代表取締役 松　井　伸　介社　　　長

株式会社  築港  横浜事業部
取　締　役 平　井　義　久事 業 部 長

株式会社　ダイドウトランスプラネット
代表取締役 加　藤　　　毅社　　　長

第 一 港 運 株 式 会 社
代表取締役 岡　田　幸　重社　　　長

大 東 港 運 株 式 会 社
代表取締役 曽　根　好　貞社　　　長

株式会社　ダイトーコーポレーション
代表取締役 松　川　一　裕社　　　長

富 士 物 流 株 式 会 社
代表取締役 奈良場　三　郎社　　　長

富 士 港 運 株 式 会 社
代表取締役 五　味　大　治会長兼社長

株 式 会 社 　 二 　 　 　 葉
代表取締役 鈴　木　英　明社　　　長

Ｆ － Ｌ Ｉ Ｎ Ｅ 株 式 会 社
代表取締役 本　山　　　浩社　　　長

互 興 運 輸 株 式 会 社
代表取締役 徳　橋　三　郎社　　　長

株 式 会 社 後 藤 回 漕 店
代表取締役 後　藤　平八郎社　　　長

早 川 運 輸 株 式 会 社
代表取締役 早　川　正　雄社　　　長

早 川 海 陸 輸 送 株 式 会 社
代表取締役 高　橋　義　幸社　　　長

株式会社日立物流バンテックフォワーディング
代表取締役 黒　梅　裕　一社　　　長

インターナショナルエクスプレス株式会社
代表取締役 原　　　　　学社　　　長

株 式 会 社 　 石 　 川 　 組
代表取締役 石　川　隆　義社　　　長

ジャパン・バン・ラインズ株式会社

代表取締役 黒　栁　智太郎

J F E 物 流 株 式 会 社
代表取締役 山　村　　　康社　　　長

株式会社 上 組 国際物流事業本部
執 行 役 員 前　田　和　也本　部　長

京 濱 港 運 株 式 会 社
代表取締役 菅　井　重　隆社　　　長

京浜内外フォワーディング株式会社
代表取締役 髙　田　　　智社　　　長

ケ イ ナ ラ 株 式 会 社
代表取締役 菊　池　和　哉社　　　長

ケ イ ヒ ン 株 式 会 社
代表取締役 杉　山　光　延社　　　長

毛 塚 運 輸 株 式 会 社
代表取締役 毛　塚　隆　介社　　　長

株 式 会 社 北 村 回 漕 店
代表取締役 辻　　　克　行社　　　長

コクサイエアロマリン株式会社
代表取締役 又　井　　　哲社　　　長

栗 林 運 輸 株 式 会 社
代表取締役 栗　林　宏　𠮷社　　　長

楠 原 輸 送 株 式 会 社
代表取締役 花　島　孝　明社　　　長

京 極 運 輸 商 事 株 式 会 社
代表取締役 坂　井　文　明社　　　長

誠 貿 易 運 輸 株 式 会 社
代表取締役 富　田　泰　史社　　　長

株 式 会 社 万 年 屋 回 漕 店
代表取締役 青　木　省　治社　　　長

丸 池 海 運 株 式 会 社
代表取締役 髙　井　靖　之社　　　長

株 式 会 社 丸 新
代表取締役 渡　邊　　　実社　　　長

丸 全 昭 和 運 輸 株 式 会 社
代表取締役 浅　井　俊　之会　　　長

株 式 会 社 　 明 　 　 　 正
代表取締役 石　黒　明　博会　　　長

三 菱 倉 庫 株 式 会 社
取 締 役 藤　倉　正　夫社　　　長

三 井 倉 庫 株 式 会 社
代表取締役 久　保　高　伸社　　　長

三 井 埠 頭 株 式 会 社
代表取締役 奥　村　豊　彦社　　　長

武 蔵 貿 易 通 関 株 式 会 社
代表取締役 武　藤　文　彦社　　　長

株 式 会 社 村 山 商 店
代表取締役 各　務　　　毅社　　　長

株式会社  モロホシフレイテイジ
代表取締役 諸　星　妙　子社　　　長

内 外 日 東 株 式 会 社
代表取締役 飯　塚　利　信社　　　長

株式会社  ナカムラロジスティクス

代表取締役 中　村　剛　喜

株 式 会 社 　 ニ チ ウ ン
代表取締役 雲　井　康　雄社　　　長

日 本 埠 頭 倉 庫 株 式 会 社
代表取締役 轟　　　英　之社　　　長

日本紙運輸倉庫株式会社
代表取締役 山　田　　　隆社　　　長

日 本 国 際 輸 送 株 式 会 社
代表取締役 海　野　政　裕社　　　長

日 本 港 運 協 業 組 合

代 表 理 事 江　原　伴　之

日 本 通 運 株 式 会 社
関東甲信越ブロックフォワーディングビジネスユニット 国際海運統括部

執行役員 安　藤　恒　夫

日 本 通 運 株 式 会 社
横浜国際輸送支店

支　店　長 市　川　慎　太

株 式 会 社 　 日 本 運 搬 社
代表取締役 永　坂　昌　三社　　　長

株 式 会 社 　 日 　 　 　 成
代表取締役 廣　瀨　史　雄社　　　長

株 式 会 社 　 日 　 　 　 新
代表取締役 筒　井　雅　洋社　　　長
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日 鉄 物 流 株 式 会 社 
代表取締役 安　藤　　　豊社　　　長

岡 本 物 流 株 式 会 社
代表取締役 岡　本　雅　晴社　　　長

株式会社  大森廻漕店  京浜支店

京浜支店長 大　野　敏　男

株式会社　ペガサスグローバルエクスプレス
代表取締役 中　谷　　　智社　　　長

相 模 運 輸 倉 庫 株 式 会 社
代表取締役 鈴　木　　　稔社　　　長

株 式 会 社 　 三 榮 商 會
代表取締役 岩　井　榮　三社　　　長

株 式 会 社 　 三 　 　 　 協
代表取締役 藤　木　幸　三社　　　長

山 　 九 　 株 式 会 社
代表取締役 中　村　公　大社　　　長

三和フォワーディング株式会社
代表取締役 金　子　　　元社　　　長

関 野 運 輸 株 式 会 社
代表取締役 須之内　茂　教会　　　長

澁 澤 倉 庫 株 式 会 社

取締役社長 大　隅　　　毅

新 興 海 陸 運 輸 株 式 会 社
代表取締役 西　川　　　聡社　　　長

株式会社  住友倉庫  横浜支店
執 行 役 員 大　田　晃　正横浜支店長

SBSリコーロジスティクス株式会社
代表取締役 若　松　勝　久社　　　　長

S B S ロ ジコム株式会社
代表取締役 鎌　田　正　彦社　　　　長

菅 沼 運 輸 株 式 会 社

代表取締役 伊　藤　素　生

鈴江コーポレーション株式会社
代表取締役 田　留　　　晏社　　　長

鈴与株式会社  京浜支店

支　店　長 天　野　　　学

サンライズオイルサービス株式会社
代表取締役 田　中　　　哲社　　　長

株 式 会 社 　 泰 運 商 会
代表取締役 平　野　有　吾社　　　長

タ カ セ 株 式 会 社
代表取締役 大宮司　典　夫社　　　長

株式会社  辰巳商会  東京支社
専務取締役 香　林　大　介東京支社長

東 京 冷 凍 株 式 会 社
代表取締役 石　井　晶　一社　　　長

常 盤 海 運 株 式 会 社
代表取締役 江　藤　隆　光社　　　長

東 京 貿 易 運 輸 株 式 会 社
代表取締役 池　田　貴久美社　　　長

東 海 海 運 株 式 会 社
代表取締役 鶴　岡　純　一社　　　長

東 京 国 際 埠 頭 株 式 会 社
代表取締役 森　　　達　郎社　　　長

東 港 丸 楽 海 運 株 式 会 社
代表取締役 田　中　宏　樹社　　　長

富 島 運 輸 株 式 会 社
代表取締役 八　木　庄三郎会　　　長

株 式 会 社 　 東 西 荷 扱 所
代表取締役 半　田　一　久社　　　長

トナミ国際物流株式会社
代表取締役 古　石　吉　秀社　　　長

豊通物流株式会社 東京・横浜物流センター

所　　　長 河　村　雄　大

トレーディア株式会社  京浜支店
取 締 役 嶋　津　清　仁常務執行役員
支 店 長

株 式 会 社 宇 徳
代表取締役 小　野　晃　彦社　　　長
執 行 役 員

株式会社　ユニエツクスNCT
代表取締役 小　原　祥　司社　　　長
執 行 役 員

株 式 会 社 　 ヤ マ タ ネ
代表取締役 山　﨑　元　裕社　　　長

矢 吹 海 運 株 式 会 社
代表取締役 矢　吹　欣一郎社　　　長

ヤ マ ト 運 輸 株 式 会 社
代表取締役 長　尾　　　裕社　　　長

安 田 倉 庫 株 式 会 社
取　締　役 藤　井　信　行社　　　長

株 式 会 社 　 八 　 　 　 楠
代表取締役 楠　原　一　樹社　　　長

株式会社　横浜海陸商会

代表取締役 阿　部　一　郎

株 式 会 社 　 横 浜 富 島 組
代表取締役 阿　部　康　男社　　　長
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7　　　　　月

１日 ˙ 総務・業務打合／瀬里奈・漫茶屋
８日 ˙ 横浜港運協会、ペーパーレス理事会説明会／横浜

港運会館
11日 ˙ 理事会資料説明、石黒会長／明正
13日 ˙ 理事会資料説明、富田総務委員長／誠貿易運輸
14日 ˙ 広報委員会／オンライン会議
15日 ˙ 理事会／横浜港運会館
20日 ˙ 横浜港運協会、正副会長会／横浜港運会館

˙ 横浜港運協会、理事会／横浜港運会館（中止）
21日 ˙ 日立物流バンテックフォワーデイング港湾運送事

業関係業務打合せ／横浜港運会館
26日 ˙ みなと祭り実行委員会、優良海事関係者の表彰式

／横浜港大さん橋ホール
˙ 「海の日」大臣表彰式（日本紙運輸倉庫、山田社

長）／横浜市教育会館
28日 ˙ 会報誌持参／関東運輸局関東地整局
29日 ˙ 故鈴江孝裕氏お別れの会／帝国ホテル

8　　　　　月

１日 ˙ 関東運輸局、国際海上コンテナの陸上運送に係る
安全対策会議／関東運輸局

９日 ˙ 関東運輸局長、次長挨拶／関東運輸局
10日 ˙ 安全衛生委員会／横浜港湾人倶楽部
31日 ˙ 後藤回漕店中村常務安全衛生委員会関係打合せ／

横浜港運会館

9　　　　　月

７日 ˙ 神奈川港湾教育訓練協会、スピーチプラザ「私と
港」／関内ホール

９日 ˙ 狩野税理士、インボイス制度登録の件／横浜港運
会館

˙ 内外日東、業務打合せ／横浜港運会館
21日 ˙ 横浜港運協会、正副会長会・理事会／横浜港運会

館
˙ 理事会、総務委員会開催に関する業務打合せ／横

浜港運会館
˙ 関東運輸局・業務打合せ／関東運輸局

10　　　　　月

４日 ˙ いそしぎゴルフ会／相模カンツリー倶楽部
６日 ˙ 安全衛生委員会／メルパルク横浜
11日 ˙ 関東地方整備局、横浜港シェアリングエコノミー

研究会／関東運輸局（オンライン会議）
˙ 理事会、総務委員会資料説明、富田総務委員長／

誠貿易運輸
13日 ˙ 横浜港湾福利厚生協会、横浜港関係者合同慰霊祭

／横浜市久保山霊堂
˙ 理事会資料説明、石黒会長／明正

14日 ˙ 総務委員会理事会／横浜港運会館
17日 ˙ 雇用保険電子申請　説明会／神奈川労働局（横浜

STビル）
˙ 広報委員会／メルパルク横浜

19日 ˙ 横浜港運協会、正副会長会・理事会／横浜港運会
館

20日 ˙ 横浜海陸商会、阿部社長　業務関係打合せ／横浜
港運会館

21日 ˙ 第59回全国港湾労働災害防止大会／市原市市民会
館大ホール

˙ 石川組　中島次長、業務関係打合せ／横浜港運会
館

27日 ˙ 山中竹春市長を激励する会／ロイヤルホールヨコ
ハマ

31日 ˙ 横浜中法人会、年末調整説明会／技能文化会館

11　　　　　月

10日 ˙ 講演会【奈良港湾経済課長】／メルパルク横浜
11日 ˙ 横浜港運協会と事前協議（会員）について業務打

合せ／横浜港運会館
16日 ˙ 横浜港運協会、正副会長会・理事会／横浜港運会

館
17日 ˙ 関東運輸局業務打合せ／関東運輸局

˙ 社内のペーパーレスの進め方／オンライン会議
18日 ˙ 横浜水上暴力団排除対策推進協議会／横浜水上警

察署
21日 ˙ 顧問会、横浜ハーバーリゾート協会正副執行役員

会／横浜港運会館
24日 ˙ 海事局、VGM制度に係る説明会／オンライン会議
28日 ˙ 神奈川港湾教育訓練協会常任理事会／横浜港運会

館

12　　　　　月

１日 ˙ 横浜ハーバーリゾート協会拡大役員会／ロイヤル
ホールヨコハマ

７日 ˙ 神奈川地区事前協議会／横浜港運会館
16日 ˙ 正副会長・理事・委員合同懇親会／華正樓（中

止）
19日 ˙ 第70回横浜市港湾審議会／ワークピア横浜
21日 ˙ 横浜港運協会正副会長会・理事会／横浜港運会館
26日 ˙ 顧問会／横浜港運協会
27日 ˙ 年末年始荷役労使打合せ／横浜港運会館
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〔いそしぎ信条〕
１、 同業者の相互理解による斯業発展を図る
１、 わが国経済界における斯業の役割を明らか
にし、その社会的地位の向上確立を図る

１、 同業会の実態を広く内外に広報して、理解
を深め、もってその基盤確立を図る

１、 国際的業務知識の涵養を図り、もって国際
連帯的輸送機能の向上に寄与する

１、 海運、貿易、港湾等関連業界との意志疎通
を図り、同業会の社会的責任の向上を期す

C O N T E N T S

あけましておめでとうございます。2023年の干支は「うさぎ」で、十干と十二支を組み合わ
せた六十干支では「癸卯（みずのとう）」にあたる年となります。「癸」は順序で言えば最後にあた
り、一つの物事が収まり次の物事へ移行をしていくという意味があります。また、「卯」のうさぎ
は「茂」という時期であり、繁殖する、増えるという年で、それら両方を備えた「癸卯」は、去年まで
で様々なことの区切りがつき、次へと向かっていく、そこに成長や増殖といった明るい世界が広
がっていく年になるそうです。
うさぎにまつわる有名な話で「月うさぎ」のお話があります。昔、天竺（インド）で、うさぎ、きつ
ね、さるが一緒に暮らしていました。3匹は菩薩の道を行こうと毎日修行し、お互いを実の親や兄
弟のように敬い合っていました。ある日、疲れ果てて食べ物を乞う老人に出会い、3匹は老人の

ために食べ物を集めます。さるは木の実を、きつねは魚をとってきましたが、うさぎは一生懸命頑張っても、何も持ってくる
ことができず、悩んだうさぎは、「私を食べて下さい」といって火の中に飛び込み、自分の身を老人に捧げたそうです。
実は、その老人は3匹の行いを試そうとした帝釈天という神様で、うさぎの慈悲深い行動をすべての生き物に見せるために、
その姿を月の中に映したそうです。今も月の中にいるのはこのうさぎで、月の表面の雲のようなものはうさぎが焼け死んだ
煙だといわれています。
月までの移動距離は約38万kmで、アポロ11号は到着まで5日程かかりました。月面探査プログラム「アルテミス計画」（ア
ルテミスはギリシャ神話に登場する月の女神で、アポロ計画の由来となった太陽神アポロンとは双子）が進められており、
2025年以降に月面に人類を送り、その後、ゲートウェイ（月周回有人拠点）計画などを通じて、月に物資を運び、月面拠点を建
設、月での人類の持続的な活動をめざしています。昨年11月16日にアルテミス1号が打ち上げられ、6日間月を周回して12
月12日に無事帰還しました。
そして現在、民間初の月探査計画「HAKUTO-R」（白兎=月のうさぎ）を進める日本の宇宙ベンチャー「ispace（アイスペー
ス）」の月着陸船が4月末ごろに月にたどり着く計画で順調に飛行しています。「ビジネスなので、顧客の荷物を最大化すること
が大事。宇宙の力をうまく利用した軌道で月に向かう。」との事で、いったん地球から約150万km離れ、遠回りをして引力のバ
ランスで月に向かうことで、時間はかかるが少ない燃料で行けるそうです。世界で初めての民間企業による月面着陸をめざ
していますが、遠回りルートのために後から打ち上げられる別の民間の着陸船に抜かれる恐れもあるそうですが、昔々うさぎ
は苦い経験（かめに負けた）をしていますので、先ずは「大切な荷物を安心・安全に運ぶ事が大事」を教訓に成功させる事でしょ
う。いずれ、人類は月面に暮らし、その先には火星移住というロードマップも出来上がっているそうです。地球から月を経由
して火星へ、火星から地球に貨物輸送される時代が到来し、宇宙船のB/L発行も遠い未来の事ではないかもしれません。
今年は、ぴょんと跳ねるうさぎにあやかり「飛躍の年」にしましょう。

年頭挨拶 1

京浜海運貨物取扱同業会　会長　石黒　 明博
年頭所感 2

　　国土交通省　港湾局　局長　堀田　　治
　　　　　　関東運輸局　局長　新田　慎二
　　　　　東京都港湾局　局長　矢岡　俊樹
　　　　　横浜市港湾局　局長　中野　裕也
　　　　　川崎市港湾局　局長　磯田　博和
人事 8

関東運輸局

 9

第59回全国港湾労働災害防止大会開催について
京浜海貨同業会安全衛生委員会　委員長 中村　光雅

 10

“FIATA WORLD CONGRESS 2022” についての報告書
日本海運貨物取扱業会　国際複合輸送委員会委員長 富田　泰史

 18

第63回「いそしぎゴルフ会」
特集 19

「令和５年 10 月１日から消費税の
インボイス制度が開始されます」

国税庁軽減税率・インボイス制度対応室

みなと SDGs パートナー登録への取り組みについて
岡本物流株式会社　コーポレート部　AEO総括管理・安全衛生環境グループ

主査 佐藤　洋一
横浜港新名所案内 〜 Ver.2 〜

京浜海運貨物取扱同業会　事務局

海貨業界トピックス 26
運輸・物流政策
● 脱炭素化推進など港湾法一部改正法は16日に施行
● 国交省　国際物流の多元化・強靱化に向け実証輸送公募
● 国交省、港湾の入出港手続きの見える化と調査・統計電子化を新潟など4港で

海外運輸規制
● WSCなどコンテナ船による薬物密輸を税関当局との連携強化で防止
● FIATA、公平性確保や独禁法適用免除の見直しなど要請

通関
● パキスタン向け貨物、8ケタのHS Code記載
● 韓米が6年ぶり税関長官会議　積み荷リスト交換で基本合意
● 日・タイのAEO MRAが1日発効、税関の審査・検査が軽減
● 関税局が早期にASEAN諸国とのe-CO交換目指す
● 水産流通適正化法施行でアワビなど輸出時に要適用漁獲証明書

港運・ターミナル
● 近促協・22年上期統計、全64港外貿コンテナ個数は5大港増で微増の890.5万TEU
● 関東地整局が10月末の実証実験で横浜港シェア研開催

IT/システム/スマートポート
● DCSAがeBLプラットフォームの相互運用性を実証
● PSA、横持ち業者のDX促進のAPI
● トレードワルツ、日本/タイ/シンガポール/豪州/NZで連携
● TradeLensが競争激化で荷主らへ利用広がらず23年1Q末でサービス終了
● NTTデータ/実証実験参加　サプライチェーン全体のCO2排出量可視化目指す

海運
● S＆P Global Platts、北米東岸／西岸スポット運賃の差額が2,000ドルに縮小
● ITFが指摘、現・競争規制が海上運賃上昇、混乱を助長
● EUコンソーシアム規則に独競争当局が延長反対　適用除外の見直しまたは段階的
廃止を

● 韓国公取委による近海3航路の運賃談合制裁措置で船社側が行政訴訟
● 極東／北米の東岸シフト　3カ月で船腹19%増　Xeneta
● 新船社Carrier 53　中国／北米で53ftコンテナ輸出　ばら積み・多目的船活用
● Sea Intelligence　太平洋航路の消席率　2カ月連続90%割れ
● 1Hのアジア発欧州向け荷動き4.7％減、復航も全地域マイナスで2ケタ減
● 1Hの日中コンテナ荷動き　往航8.1％減・復航0.7％増
● 1Hのアジア域内荷動き　1.2％増・2,318万TEU
● 韓国で港湾安全管理費用の一部をPSFで荷主に転嫁
● スエズ運河庁が来年、全船種対象に最大15%の通航料値上げ
● ライン川の舟運　水位回復で満載輸送可能に
● 8月の世界コンテナ荷動き2カ月ぶり極東、欧州、北米地域とも輸出入が減少
● FESCO　原子力砕氷船利用、北極海経由の海上輸送ルート開発
● Drewry、脱炭素化コストが24年に最大145億ドルと試算、運賃へ転嫁へ
● Sea Intelligence、太平洋航路の欠便急増で年末までに50便追加欠便
● 極東～南米東岸向けスポット運賃が約52%下落　9月初旬以降で最大
● Xeneta、来年は荷主・船社とも困難な年に　荷動き2.3%減、運賃下落続く
● Xeneta、太平洋航路の船腹量　7月から25%減、今年最低
● Sea Intelligence、基幹航路の航海数　パンデミック経て変動増
● 10月の世界コンテナ荷動き9%減　3カ月連続減少で運賃指数も急落
● みずほ銀予想、欧米、アジア荷動き今後5年間増加基調　22年は-1.2%に鈍化
● Drewry運賃指数が41週連続下落　前年比77%下落もコロナ禍前上回る
● アジア／欧州航路、需要減と運賃下落で、復航のケープ迂回が増加
● 11月の日本→米国荷動き9.9％増加　直航は1.5％増、海外T/Sは29.7％増
● Xenetaの顧客意識調査　契約交渉、買い手市場に逆転　四半期調整、短期化も

インターモーダル・フォワーディング
● FESCO　上海→モスクワ　月2便で運行開始
● ONE Japanが注意喚起　カナダ向け危険品B/L　カナダの荷受人情報が必須
● OSRA22のフォワーダー向けガイド　FIATA　D＆Dなど細則策定へ
● Ruscon　日本～カザフスタン　複合輸送サービス
● Tiの最新予測　世界のフォワーディング市場　来年も微増にとどまる
● FESCOが日本、中国、韓国　ナホトカ経由モスクワ向けインターモーダル

東京港
● 大井ふ頭で東京港初のCONPASを活用したコンテナ搬出入予約制事業開始
● 東京港12CTの海上コンテナ車両待機時間　21年12月調査から大きく改善
● 東京港埠頭　青海ふ頭第4号の拡張工事が完了、供用開始
● 東京港　1Hのコンテナ取扱量　0.1％減・240万TEU
● 国交省が東京港埠頭をみなとSDGsパートナーに

横浜港
● 関東地整局、CONPASで特定時間帯への集中を分散　横浜港本牧D1で初運用
● 横浜市/川崎市 日本最大の水素SC形成のモデル地区目指し協定
● 横浜市　CNP臨海部事業所協議会設立し関係者が情報共有
● 横浜港の22年上半期の総貨物取扱量　外内貿とも好調で3％増の5,340万トン
● 横浜市港湾局が中小港運事業者に燃料高騰分の支援金交付
● シャシーシェアリング実証実験で検証方法変更　位置情報利用可能に
● 横浜港南本牧CT　CONPAS運用時間をゲートオープン全時間帯に拡大
● 茨城県内港湾と横浜港が包括連携協定　港湾の脱炭素、国際フィーダー強化など

川崎港
● 川崎港の外貿コンテナ取扱個数　上期は20.8％減の5.5万TEU
● 南星海運　川崎／釡山を再開　BKH Svc.来月から
● 川崎港の外貿コンテナ取扱個数　8月は8.2％増の9,244TEU

賀正 44

月誌 46

7～ 12月分

かわさき宙と緑の科学館（川崎市青少年科学館）（左下）
川崎市青少年科学館は、生田緑地に立地する、市内唯一の

自然・科学系の登録博物館で、2014年4月に通称「かわさき宙
（そら）と緑の科学館」としてリニューアルオープンし、最新鋭
のプラネタリウム設備や、展示設備等を備えた自然学習棟、資
料収集や調査研究などの設備を備えた研究管理棟で構成して
いる。これらの設備や周囲の自然環境などを活用しながら、自
然、天文、科学の3分野の資料の収集・保存、調査・研究、展
示・教育普及に取り組んでいる。基本理念は「市民とあゆむ　
宙(そら)と緑の科学館」。自然豊かな生田緑地に立地し、市民
との協働、学校教育との連携など、市民に開かれた博物館とし
てのこれまでのあゆみを継承し、天文（宙(そら)と川崎の自然
（緑）を題材に、体験と知識の両方を重視して、本質を探究す
る科学的視点に立った事業を展開し、科学教育を推進するこ
とで、科学への関心を高め、科学的な見方や考え方を養い、世
界に目を開き、貢献できる人材を育むことを理念としている。さ
らに科学館の事業や活動を通じて人と人とをつなげ、共に学び
楽しみ活動する生涯学習社会を創出し、個性と魅力が輝く地域
（まち）づくりに寄与する。その実現のための基本方針は開か
れた博物館として、博物館活動の基盤である調査研究、収集保
存活動を計画的に実施している。

神奈川県立歴史博物館
神奈川県立歴史博物館は、神奈川県横浜市中区にある神奈

川県の文化と歴史に関する博物館で、自然科学系・人文科学系
の総合博物館であった県立博物館（1967年3月開館）の人文系
部門を母体に再整備し、1995年3月に開館した。最寄り駅はみ
なとみらい線の馬車道駅。横浜で貿易商をしていた丹波恒夫の
浮世絵コレクション6,000点以上などを所蔵している。建物はネ
オ・バロック様式で、横浜正金銀行本店として1900年（明治33
年）に着工し、1904年に完成。代表的なドイツの近代洋風建築
の影響を強く受けた建造物。1947年には、横浜正金銀行を引き
継いだ東京銀行（後の東京三菱銀行を経て現・三菱UFJ銀行）
が発足し、東京銀行横浜支店として使用され、1964年に神奈
川県が建物を買い取り、建物の増築・改修し、関東大震災で焼
失したドーム屋根を復元、1967年に神奈川県立博物館として開
館、1969年に建物が「旧横浜正金銀行本店本館」として国の重
要文化財に指定され、1995年（平成7年）には敷地を含め「旧
横浜正金銀行本店」として近代における我が国の産業経済の
発展を支えた重要な遺跡として、国の史跡に指定された。すぐ
れた意匠をもつ洋風建築で明治以降の建築物をともなう遺跡で
国より史跡の指定を受けたのはこれが最初。常設展示である総
合テーマ展示は、神奈川の歴史を古代、鎌倉近世など五つの時
代に分け展示している。
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いそしぎ（表紙 2-3） クワエ






